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議案第２号

令和２年度 辰野町上水道事業会計予算

総 則

第１条 令和２年度辰野町上水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

１  給水件数 ７，９５５件

２ 年間総給水量 ２，２９２，６４５ｍ

３ 一日平均給水量 ６，２８１ｍ

４ 主要な建設改良事業

配水施設改良事業 ５１，８００千円 有形固定資産購入事業 １２，１００千円

収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 上水道事業収益 ４２８，２５７千円

第１項 営業収益 ３４６，１５９千円

第２項 営業外収益 ８２，０９８千円

第２款 簡易水道事業収益 ４０，５９８千円

第１項 営業収益 １５，４５６千円

第２項 営業外収益 ２５，１４２千円
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支 出

第１款 上水道事業費用 ４２８，２５７千円

第１項 営業費用 ３８４，３６４千円

第２項 営業外費用 ３７，７９３千円

第３項 特別損失 １００千円

第４項 予備費 ６，０００千円

第２款 簡易水道事業費用 ４０，５９８千円

第１項 営業費用 ３６，４００千円

第２項 営業外費用 １，２４８千円

第３項 特別損失 ５０千円

第４項 予備費 ２，９００千円

資本的収入及び支出

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１８７，５７５千円は、

損益勘定留保資金、消費税資本的収支調整額、減債積立金で補てんするものとする。）

収 入

第１款 上水道事業資本的収入 ５２，７９８千円

第１項 企業債 ３９，０００千円

第５項 補助金 １３，７９８千円

第２款 簡易水道事業資本的収入 ８，９９４千円

第５項 補助金 ８，９９４千円
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支 出

第１款 上水道事業費用 ４２８，２５７千円

第１項 営業費用 ３８４，３６４千円

第２項 営業外費用 ３７，７９３千円

第３項 特別損失 １００千円

第４項 予備費 ６，０００千円

第２款 簡易水道事業費用 ４０，５９８千円

第１項 営業費用 ３６，４００千円

第２項 営業外費用 １，２４８千円

第３項 特別損失 ５０千円

第４項 予備費 ２，９００千円

資本的収入及び支出

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１８７，５７５千円は、

損益勘定留保資金、消費税資本的収支調整額、減債積立金で補てんするものとする。）

収 入

第１款 上水道事業資本的収入 ５２，７９８千円

第１項 企業債 ３９，０００千円

第５項 補助金 １３，７９８千円

第２款 簡易水道事業資本的収入 ８，９９４千円

第５項 補助金 ８，９９４千円

支 出

第１款 上水道事業資本的支出 ２３７，８００千円

第１項 建設改良費 ９７，８００千円

第２項 償還金 １４０，０００千円

第２款 簡易水道事業資本的支出 １１，５６７千円

第１項 建設改良費 ２，０００千円

第２項 償還金 ９，５６７千円

特例的収入及び支出

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び

未払金の金額は、それぞれ１１，０５０千円及び１１，０８０千円である。

企業債

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

配水施設改良

事業

千円

３９，０００ 証書借入

又は

証券発行

４．０％以内

（ただし、利率見直し方

式で借入れる資金につい

て、利率見直しを行った

後においては、当該見直

し後の利率）

政府資金については、その融資条件に

より、銀行その他の場合にはその債権

者と協定するものによる。ただし、町

財政の都合により据置期間及び償還期

限を短縮し、又は繰上償還もしくは低

利に借換えすることができる。

一時借入金

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。
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議会の議決を経なければ流用することのできない経費

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの金額

に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１ 職員給与費 ４５，４３７千円

他会計からの補助金

第８条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

１ 建設改良費等の財源に充てるための企業債償還金等 ２６，２８６千円

たな卸資産購入限度額

第９条 たな卸資産の購入の限度額は、１０，０００千円と定める。

重要資産の取得及び処分

第１０条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

１ 取得する資産

種 類 名 称 数 量

機械及び装置

中央第３水源取水ポンプ

藤沢水源予備ポンプ

旭加圧予備ポンプ

１式

１式

１式

令和２年 ３月 ２日 提出

辰 野 町 長 武 居 保 男

令和２年 ３月 日 決

辰野町議会議長 岩 田 清
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議会の議決を経なければ流用することのできない経費

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの金額

に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１ 職員給与費 ４５，４３７千円

他会計からの補助金

第８条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

１ 建設改良費等の財源に充てるための企業債償還金等 ２６，２８６千円

たな卸資産購入限度額

第９条 たな卸資産の購入の限度額は、１０，０００千円と定める。

重要資産の取得及び処分

第１０条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

１ 取得する資産

種 類 名 称 数 量

機械及び装置

中央第３水源取水ポンプ

藤沢水源予備ポンプ

旭加圧予備ポンプ

１式

１式

１式

令和２年 ３月 ２日 提出

辰 野 町 長 武 居 保 男

令和２年 ３月 日 決

辰野町議会議長 岩 田 清

令和2年度  辰野町上水道事業会計　予算実施計画

収益的収入および支出
（収　入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考
上水道事業収益

営業収益
給水収益
その他営業収益

営業外収益
受取利息及び配当金
負担金
他会計補助金
長期前受金戻入
雑収益

簡易水道事業収益
営業収益

給水収益
その他営業収益

営業外収益
負担金
他会計補助金
長期前受金戻入
雑収益
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（支　出） （単位：千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

上水道事業費用
営業費用

原水及び浄水費
配水及び給水費
総係費
減価償却費
資産減耗費
その他営業費用

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費
消費税及び地方消費税
雑支出

特別損失
過年度損益修正損

予備費
予備費

簡易水道事業費用
営業費用

原水及び浄水費
配水及び給水費
総係費
減価償却費
資産減耗費

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費
雑支出

特別損失
過年度損益修正損

予備費
予備費
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資本的収入および支出
（収　入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考
上水道事業資本的収入

企業債
企業債

補助金
他会計補助金

簡易水道事業資本的収入
補助金

他会計補助金
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（支　出） （単位：千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

上水道事業資本的支出
建設改良費

浄水施設改良事業費
配水施設改良事業費
井出の清水配水池更新事業費
有形固定資産取得費

償還金
企業債償還金

簡易水道事業資本的支出
建設改良費

有形固定資産取得費
償還金

企業債償還金
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（支　出） （単位：千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

上水道事業資本的支出
建設改良費

浄水施設改良事業費
配水施設改良事業費
井出の清水配水池更新事業費
有形固定資産取得費

償還金
企業債償還金

簡易水道事業資本的支出
建設改良費

有形固定資産取得費
償還金

企業債償還金

令和2年度  辰野町上水道事業会計　予算実施計画明細書

収益的収入及び支出
（収　入） （単位：千円）

節
区　　分 金　　額

上水道事業収益
 営業収益

給水収益
給水収益 水道料金

その他営業収益
材料売却収益 水道資材売却代
手数料 検査手数料

 営業外収益
受取利息及び
配当金

預金利息 預金利息
負担金

負担金 負担金
  向袋地元負担金
  簡易水道支援職員
  水質検査負担金（人口割分）
  消火栓維持管理料
  桑沢浄水用水施設管理委託負担金

新設工事加入金 新設工事加入金
他会計補助金

一般会計補助金 企業債償還負担金
  起債利子町負担金

長期前受金戻入
長期前受金戻入 有形固定資産長期前受金戻入

雑収益
不用品売却収益 不用品売却代
その他雑収益 雑収益

簡易水道事業収益
 営業収益

給水収益
給水収益 水道料金

その他営業収益
手数料 検査手数料

 営業外収益
負担金

負担金 負担金
  水質検査負担金（飲供・簡給）

款・項 目 予　定　額 説　　　明

  桑沢浄水用水施設水質検査委託負担金
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節
区　　分 金　　額

  水質検査負担金（クリプト分）
  企業債利子地元負担金

新設工事加入金 新設工事加入金
他会計補助金

一般会計補助金 企業債償還補助金
  企業債利子町補助金

長期前受金戻入
長期前受金戻入 有形固定資産長期前受金戻入

雑収益
その他雑収益 雑収益

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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節
区　　分 金　　額

  水質検査負担金（クリプト分）
  企業債利子地元負担金

新設工事加入金 新設工事加入金
他会計補助金

一般会計補助金 企業債償還補助金
  企業債利子町補助金

長期前受金戻入
長期前受金戻入 有形固定資産長期前受金戻入

雑収益
その他雑収益 雑収益

款・項 目 予　定　額 説　　　明
（支　出） （単位：千円）

節
区　　分 金　　額

上水道事業費用
 営業費用

原水及び浄水費
給料 給料

  職員2人
手当 職員手当等
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額
報酬 報酬

  会計年度任用職員1人
法定福利費 共済組合負担金
法定福利費引当金
繰入額

法定福利費引当金繰入額

被服費 職員被服費
備消品費 消耗品
燃料費 燃料費

  水源巡視車、採水車燃料代等
光熱水費 水道施設電気料

  中央水源下水道使用料
印刷製本費 印刷製本費

  諸用紙印刷代
通信運搬費 電話及び回線使用料

  電話回線使用料
  中央水源、沢底水源電話料
  緊急通報携帯電話使用料
  テレメーター回線電柱共架料
  小野下町水源電話料
  FOMA監視装置使用料

委託料 委託料
  検水委託料
  中央水源電気設備保安点検委託料
  水源草刈り等作業委託料
  緩速ろ過池表面泥土除去業務委託料
  浄水作業緊急業務委託料
  沢底水源凝集試験業務委託料

  水質管理職員検便委託料等
  新電力ESP業務委託料

修繕費 機械及び施設等修理工事代

款・項 目 予　定　額 説　　　明

  羽北低区他滅菌室、駒沢、飯沼他電気料

  小野飯沼浄水場膜モジュール薬品洗浄業務委
託料
  羽北地区地下水源試掘揚水試験業務委託料
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節
区　　分 金　　額

  機械及び施設等修理工事代
  自動車修理代等

動力費 水道施設電力料

薬品費 浄水場用薬品
  滅菌剤、凝集剤、中和剤、試薬

材料費 原水浄水関係材料
雑費 雑費

配水及び給水費
給料 給料

  職員1人
手当 職員手当等
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額
報酬 報酬

  会計年度任用職員2人
法定福利費 共済組合負担金
法定福利費引当金
繰入額

法定福利費引当金繰入額

被服費 職員被服費
備消品費 消耗品
燃料費 燃料費

  配給水施設巡視車燃料代等
光熱水費 配水施設電気料

委託料 委託料
  ポンプ設備保守点検委託料
  電気計装設備点検業務委託料

修繕費 配給水管修繕工事
  配給水管修繕工事等

  量水器取替工事
  自動車修理代等

路面復旧費 路面復旧費
動力費 配水施設電力料

  小野旭加圧ポンプ室
材料費 配給水関係修理用材料
補償金 補償金

款・項 目 予　定　額 説　　　明

  電気計装設備・ポンプ設備点検時老朽部品更
新工事

  配水ポンプ室（湯舟高区、富士塚、沢底、
今村）

  中央第3、高畑、井出の清水、沢底、樋口、
羽北、駒沢、飯沼、下町各水源電力料

  湯舟高区、七蔵寺、今村、樋口、上島、
沢底、小野地区配水池他電気料
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節
区　　分 金　　額

  機械及び施設等修理工事代
  自動車修理代等

動力費 水道施設電力料

薬品費 浄水場用薬品
  滅菌剤、凝集剤、中和剤、試薬

材料費 原水浄水関係材料
雑費 雑費

配水及び給水費
給料 給料

  職員1人
手当 職員手当等
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額
報酬 報酬

  会計年度任用職員2人
法定福利費 共済組合負担金
法定福利費引当金
繰入額

法定福利費引当金繰入額

被服費 職員被服費
備消品費 消耗品
燃料費 燃料費

  配給水施設巡視車燃料代等
光熱水費 配水施設電気料

委託料 委託料
  ポンプ設備保守点検委託料
  電気計装設備点検業務委託料

修繕費 配給水管修繕工事
  配給水管修繕工事等

  量水器取替工事
  自動車修理代等

路面復旧費 路面復旧費
動力費 配水施設電力料

  小野旭加圧ポンプ室
材料費 配給水関係修理用材料
補償金 補償金

款・項 目 予　定　額 説　　　明

  電気計装設備・ポンプ設備点検時老朽部品更
新工事

  配水ポンプ室（湯舟高区、富士塚、沢底、
今村）

  中央第3、高畑、井出の清水、沢底、樋口、
羽北、駒沢、飯沼、下町各水源電力料

  湯舟高区、七蔵寺、今村、樋口、上島、
沢底、小野地区配水池他電気料

節
区　　分 金　　額

受水費 受水費
  桑沢浄水用水施設水道使用料

総係費
給料 給料

  職員3人
手当 職員手当等
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額
報酬 委員報酬

  運営審議会委員報酬
法定福利費 共済組合負担金
法定福利費引当金
繰入額

法定福利費引当金繰入額

旅費 旅費
  普通旅費

報償費 報償金
  検水謝礼

被服費 職員被服費
備消品費 消耗品
燃料費 燃料費

  開閉栓車燃料代等
印刷製本費 印刷製本費

  封筒印刷代等
通信運搬費 電話料、郵便料
広告料 広告料

  新聞広告等
委託料 検針委託料

  検針委託料
電算委託料

  上水道管路システム補正業務委託料
  固定資産台帳更新業務委託料
  企業会計経営支援業務委託料
水道料金口座振替委託料
  口座振替・窓口収納委託料
  コンビニ収納及びEBネット委託料
その他委託料
  緊急漏水修理当番委託料
  徴収業務委託料

賃借料 土地借上料
庁舎借上料
その他

款・項 目 予　定　額 説　　　明

  ハンディ検針システム保守点検委託料
  上水道管路システム保守管理業務委託料
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節
区　　分 金　　額

  コピー使用料
  高速道路使用料等

修繕費 機械施設等修理代
  備品・車両等修理代
  開閉栓車両車検整備代

負担金 負担金
  長野県及び日本水道協会負担金
  水質検査負担金（通常分）
  水質検査負担金（クリプト分）
  桑沢浄水用水施設負担金
  事務・技術研修負担金
  上伊那広域連合負担金
  公共料金等暴力対策協議会負担金

保険料 損害賠償保険料
  自賠責保険料
  任意保険料
  水道賠償責任保険料
  水道機械設備損害保険料
  個人委託員等障害保険料
  委託検針員賠償責任保険料
  情報漏えい賠償責任保険料

公課費 自動車重量税
  印紙代

貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額
雑費 雑費

  広告、図書、新聞代等
減価償却費

有形固定資産
減価償却費

有形固定資産減価償却費
　建物
　構築物
　機械及び装置
　車両運搬具
　工具、器具及び備品

資産減耗費
固定資産除却費 固定資産除却費
たな卸資産減耗費 たな卸資産減耗費

その他営業費用
材料売却原価 材料売却原価
雑支出 雑支出

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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節
区　　分 金　　額

  コピー使用料
  高速道路使用料等

修繕費 機械施設等修理代
  備品・車両等修理代
  開閉栓車両車検整備代

負担金 負担金
  長野県及び日本水道協会負担金
  水質検査負担金（通常分）
  水質検査負担金（クリプト分）
  桑沢浄水用水施設負担金
  事務・技術研修負担金
  上伊那広域連合負担金
  公共料金等暴力対策協議会負担金

保険料 損害賠償保険料
  自賠責保険料
  任意保険料
  水道賠償責任保険料
  水道機械設備損害保険料
  個人委託員等障害保険料
  委託検針員賠償責任保険料
  情報漏えい賠償責任保険料

公課費 自動車重量税
  印紙代

貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額
雑費 雑費

  広告、図書、新聞代等
減価償却費

有形固定資産
減価償却費

有形固定資産減価償却費
　建物
　構築物
　機械及び装置
　車両運搬具
　工具、器具及び備品

資産減耗費
固定資産除却費 固定資産除却費
たな卸資産減耗費 たな卸資産減耗費

その他営業費用
材料売却原価 材料売却原価
雑支出 雑支出

款・項 目 予　定　額 説　　　明 節
区　　分 金　　額

 営業外費用
支払利息及び
企業債取扱諸費

企業債利息 企業債利息
借入金利息 一時借入金利息

消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税

消費税及び地方消費税

雑支出
その他雑支出 雑支出

 特別損失
過年度損益修正損

過年度損益修正損 過年度損益修正損
 予備費

予備費
予備費 予備費

簡易水道事業費用
 営業費用

原水及び浄水費
光熱水費 水道施設電気料
修繕費 機械及び施設等修理工事代
動力費 水道施設電力料
薬品費 浄水場用薬品

配水及び給水費
賃金 賃金

  施設等整備賃金（軽作業員）
報酬 報酬

  簡易水道等支援員
委託料 委託料

  水質検査委託料
修繕費 配給水管修繕工事
動力費 配水施設電力料

総係費
備消品費 消耗品
委託料 検針委託料
賃借料 土地借上料
負担金 負担金

  水質検査負担金（通常分）
  水質検査負担金（クリプト分）

減価償却費

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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節
区　　分 金　　額

有形固定資産
減価償却費

有形固定資産減価償却費
　建物
　構築物
　機械及び装置

資産減耗費
固定資産除却費 固定資産除却費

 営業外費用
支払利息及び
企業債取扱諸費

企業債利息 企業債利息
雑支出

その他雑支出 雑支出
 特別損失

過年度損益修正損
過年度損益修正損 過年度損益修正損

 予備費
予備費

予備費 予備費

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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資本的収入及び支出
（収　入） （単位：千円）

節
区　　分 金　　額

上水道事業
資本的収入
 企業債

企業債
建設改良費等の
財源に充てるための
企業債

建設改良等企業債

 補助金
他会計補助金

他会計補助金 他会計補助金
  企業債元金町補助金
  企業債元金地元補助金

簡易水道事業
資本的収入
 補助金

他会計補助金
他会計補助金 他会計補助金

  企業債元金町補助金
  企業債元金地元補助金

款・項 目 予　定　額 説　　　明

節
区　　分 金　　額

有形固定資産
減価償却費

有形固定資産減価償却費
　建物
　構築物
　機械及び装置

資産減耗費
固定資産除却費 固定資産除却費

 営業外費用
支払利息及び
企業債取扱諸費

企業債利息 企業債利息
雑支出

その他雑支出 雑支出
 特別損失

過年度損益修正損
過年度損益修正損 過年度損益修正損

 予備費
予備費

予備費 予備費

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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（支　出） （単位：千円）
節

区　　分 金　　額
上水道事業
資本的支出
 建設改良費

浄水施設改良事業費
工事請負費 工事請負費

  湯舟浄水場緩速ろ過池長寿命化工事
配水施設改良事業費

委託料 委託料
  配水管布設替設計委託料

工事請負費 工事請負費
  湯舟浄水場非常用発電設備設置工事
  県道与地辰野線配水管布設替工事

井出の清水配水池
更新事業費

委託料 委託料

有形固定資産取得費
土地購入費 土地購入費

  井出の清水用地購入費
機械及び装置購入費 機械及び装置購入費

  中央第３水源取水ポンプ入替工事
  藤沢水源予備ポンプ製作工事
  旭加圧予備ポンプ製作工事
量水器

 償還金
企業債償還金

建設改良等の財源に
充てるための企業債
償還金

建設改良等企業債償還金

簡易水道事業
資本的支出
 建設改良費

有形固定資産取得費
機械及び装置購入費 機械及び装置購入費

  予備ポンプ製作工事
 償還金

企業債償還金

  井出の清水配水池耐震化事業測量検討業務委託料

  湯舟浄水場非常用発電設備設置工事設計委託料

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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（支　出） （単位：千円）
節

区　　分 金　　額
上水道事業
資本的支出
 建設改良費

浄水施設改良事業費
工事請負費 工事請負費

  湯舟浄水場緩速ろ過池長寿命化工事
配水施設改良事業費

委託料 委託料
  配水管布設替設計委託料

工事請負費 工事請負費
  湯舟浄水場非常用発電設備設置工事
  県道与地辰野線配水管布設替工事

井出の清水配水池
更新事業費

委託料 委託料

有形固定資産取得費
土地購入費 土地購入費

  井出の清水用地購入費
機械及び装置購入費 機械及び装置購入費

  中央第３水源取水ポンプ入替工事
  藤沢水源予備ポンプ製作工事
  旭加圧予備ポンプ製作工事
量水器

 償還金
企業債償還金

建設改良等の財源に
充てるための企業債
償還金

建設改良等企業債償還金

簡易水道事業
資本的支出
 建設改良費

有形固定資産取得費
機械及び装置購入費 機械及び装置購入費

  予備ポンプ製作工事
 償還金

企業債償還金

  井出の清水配水池耐震化事業測量検討業務委託料

  湯舟浄水場非常用発電設備設置工事設計委託料

款・項 目 予　定　額 説　　　明
節

区　　分 金　　額
建設改良等の財源に
充てるための企業債
償還金

建設改良等企業債償還金

その他の
企業債償還金

公営企業適用債償還金

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △ 95,148,000

受取利息及び受取配当金 △ 550,000

支払利息

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加） △ 835,714

未払金の増減額（△は減少） △ 13,299,200

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 81,819

その他流動資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 4,122,652

　　　　　　　　　　　小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 23,711,000

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 82,965,988

国庫補助金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 61,379,954

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出 △ 145,737,000

その他の企業債による収入

その他の企業債の償還による支出 △ 3,830,000

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 99,567,000

資金増減額（△は減少） △ 35,498,997

資金期首残高

資金期末残高

(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

令和2年度　辰野町上水道事業会計　予定キャッシュ・フロー計算書
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１　総　　括

法     定

特 別 職 一 般 職 報   酬 給   料 手   当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本

年

度

前

年

度

比

較

時間外勤 管 理 職 期末勤勉 寒 冷 地 日　　 直 退職手当組合

　区　　分 務 手 当 手     当 手　　当 手     当 手     当 負　担　金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度

前　年　度

　比　　較 △ 63 △ 12 △ 129

給　　 与 　　費　　 明　　 細　　 書

区　　　　　分

職　　員　　数 給　　　　　与　　　　　費
合   計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

手
当
の
内
訳

扶養手当 住居手当 通勤手当
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ア　会計年度任用職員以外の職員

法     定

特 別 職 一 般 職 報   酬 給   料 手   当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

時間外勤 管 理 職 期末勤勉 寒 冷 地 日　　 直 退職手当組合

　区　　分 務 手 当 手     当 手　　当 手     当 手     当 負　担　金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度

前　年　度

　比　　較 △ 63 △ 12 △ 129

区　　　　　分

職　　員　　数 給　　　　　与　　　　　費
合   計

年 資本勘定支弁職員

本 損益勘定支弁職員

前 損益勘定支弁職員

度 合　　　　　計

度 合　　　　　計

年 資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比 損益勘定支弁職員

手
当
の
内
訳

扶養手当 住居手当 通勤手当

較 合　　　　　計
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イ　会計年度任用職員

法     定

特 別 職 一 般 職 報   酬 給   料 手   当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期　　末

　区　　分 手　　当

（千円）

本　年　度

前　年　度

　比　　較

区　　　　　分

職　　員　　数 給　　　　　与　　　　　費
合   計

本 損益勘定支弁職員

度 合　　　　　計

年 資本勘定支弁職員

前 損益勘定支弁職員

度 合　　　　　計

資本勘定支弁職員

比 損益勘定支弁職員

年 資本勘定支弁職員

手
当
の
内
訳

較 合　　　　　計
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千 円）

給 　  料 給与改定に伴う増減分 人勧による給与改定 給料表の改定率　０.３％

昇給に伴う増加分 定期昇給による増 平均昇給率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.７％

（昇給期）（職員数）

昇給期別職員数　　　　　４月　　　０人　　

　　 　　　　　　　　　　　　　１月　　　６人

その他の増減分 職員の異動による増減分 職員の異動状況

　　　　　(現に在職する職員数） 　　　　　(その他）　　( 計 )

　本年度　　　　　６人（うち、兼務１人）　　　０人　　　　６人

　前年度　　　　　５人（うち、兼務１人）　　　０人　　　　５人

　増　 減　　　　　１人（うち、兼務１人）　　　０人　　　　１人

職員手当 給与改定に伴う増減分 勤勉手当０．０５月引上げ

その他の増減分 扶養手当・住居手当・通勤手当・時間外勤務手当・管理職手当・
期末勤勉手当・寒冷地手当・退職手当組合負担金

職員の異動・昇給による
増減分

人勧による給与改定

区 　  分
増 減 事 由 別 内 訳

説   　     明 備                             考
（千  円）
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３　給料及び職員手当の状況

(１)　職員１人当り給与

一般行政職

平均給料月額（円）

令和2年4月1日現在 平均給与月額（円）

平  均  年  齢（歳）

平均給料月額（円）

平成31年4月1日現在 平均給与月額（円）

平  均  年  齢（歳）

(２)　初 任 給 （令和２年４月１日現在）

一般会計の制度

一般行政職（円）

高    校    卒 150,600円 150,600円

短　　大    卒 163,100円 163,100円

大    学    卒 182,200円 182,200円

区　　　　　　　　　　　　　　　分

区            分 一般行政職　　（円）
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(３）　級別職員数

級 職員数(人） 構成比（％）

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

５　　　級

６　　　級

７　　　級

計

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

５　　　級

６　　　級

７　　　級

計

(級別の標準的な職務内容）

区  　　　 分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

一  般  行  政  職

係員の職務 上級係員の職務 専門員の職務
係長の職務

総括専門員の
職務
総括係長の職務
課長補佐の職務

総括課長補佐の
職務
課長の職務

総括課長の職務 特に重要な総括
的業務又は高度
で困難な業務を
行う総括課長の
職務

平成31年４月１日現在

区　　　　　分
一般行政職

令和２年４月１日現在
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(4)　昇　　給　　

 (A)         (人）

本  (B)         (人）

１号俸（人）

年 ２号俸（人）

３号俸（人）

度 ４号俸（人）

５号俸（人）

     比         率               （％）

 (A)         (人）

前  (B)         (人）

１号俸（人）

年 ２号俸（人）

３号俸（人）

度 ４号俸（人）

５号俸（人）

     比        率               （％）

     昇給に係る職員数

号俸数別内訳

区　　　　　　分 合　　　　　　計

     職      員      数

一般行政職

     職      員      数

     昇給に係る職員数

号俸数別内訳
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　（５）　期末・勤勉手当

支 給 率 計 職務上の段階、職務の

６ 月 （月分） １２ 月 （月分） （月  分） 級数等による加算

　（６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

（月  分） （月  分） （月   分） （月  分）

定年前早期退職特別措置

（定年から起算して1年につき
  2％、最大20％の割増）

一般会計の制度

（支給率等）

区              分  
支  給  期  別  支  給  率

備     　考

本         年         度 有

前         年         度 有

一 般 会 計 の 制 度 有

区         分 その他の加算措置等 備　　　考

支   給   率   等

〃
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（令和2年4月1日） （単位：円）

資産の部

１ 固定資産
　（１）有形固定資産
　　　　イ　土地
　　　　ロ　建物
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ハ　構築物
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ニ　機械及び装置
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ホ　車両運搬具
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ヘ　工具器具及び備品
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ト　建設仮勘定
　　　　　　有形固定資産合計
　　　　　　固定資産合計

２ 流動資産
　（１）現金預金
　（２）未収金
　　　　貸倒引当金 　0
　（３）その他流動資産
　　　　　　流動資産合計
　　　　　　資産合計

令和2年度 辰野町簡易水道事業会計　予定開始貸借対照表
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負債の部

３ 固定負債
　（１）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　　　　　　固定負債合計

４ 流動負債
　（１）一時借入金
　（２）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（３）未払金
　（４）引当金
　　　　イ　賞与引当金
　　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　　　引当金合計
　（５）その他流動負債
　　　　　　流動負債合計

５ 繰延収益
　（１）長期前受金
　（２）長期前受金収益化累計額
　　　　　　繰延収益合計
　　　　　　負債合計
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負債の部

３ 固定負債
　（１）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　　　　　　固定負債合計

４ 流動負債
　（１）一時借入金
　（２）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（３）未払金
　（４）引当金
　　　　イ　賞与引当金
　　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　　　引当金合計
　（５）その他流動負債
　　　　　　流動負債合計

５ 繰延収益
　（１）長期前受金
　（２）長期前受金収益化累計額
　　　　　　繰延収益合計
　　　　　　負債合計

資本の部

６ 資本金
　（１）自己資本金 △ 66,477,405
　　　　　　資本金合計 △ 66,477,405

７ 剰余金
　（１）資本剰余金
　　　　イ　国庫補助金
　　　　ロ　工事負担金
　　　　ハ　加入負担金
　　　　ニ　受贈財産評価額
　　　　　　資本剰余金合計
　（２）利益剰余金
　　　　イ　減債積立金
　　　　ロ　利益積立金
　　　　ハ　建設改良積立金
　　　　ニ　その他積立金
　　　　ホ　当年度未処分利益剰余金
　　　　　　利益剰余金合計
　　　　　　剰余金合計
　　　　　　資本合計 △ 66,477,405
　　　　　　負債資本合計
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令和2年度 辰野町上水道事業会計　予定貸借対照表

（令和3年3月31日） （単位：円）

資産の部

１ 固定資産
　（１）有形固定資産
　　　　イ　土地
　　　　ロ　建物
　　　　　　減価償却累計額 △ 72,512,559
　　　　ハ　構築物
　　　　　　減価償却累計額 △ 3,107,960,936
　　　　ニ　機械及び装置
　　　　　　減価償却累計額 △ 451,750,404
　　　　ホ　車両運搬具
　　　　　　減価償却累計額 △ 13,793,483
　　　　ヘ　工具器具及び備品
　　　　　　減価償却累計額 △ 29,670,502
　　　　ト　建設仮勘定
　　　　　　有形固定資産合計
　　　　　　固定資産合計

２ 流動資産
　（１）現金預金
　（２）未収金
　　　　貸倒引当金 △ 3,079,825
　（３）貯蔵品
　　　　　　流動資産合計
　　　　　　資産合計



－ 33－

令和2年度 辰野町上水道事業会計　予定貸借対照表

（令和3年3月31日） （単位：円）

資産の部

１ 固定資産
　（１）有形固定資産
　　　　イ　土地
　　　　ロ　建物
　　　　　　減価償却累計額 △ 72,512,559
　　　　ハ　構築物
　　　　　　減価償却累計額 △ 3,107,960,936
　　　　ニ　機械及び装置
　　　　　　減価償却累計額 △ 451,750,404
　　　　ホ　車両運搬具
　　　　　　減価償却累計額 △ 13,793,483
　　　　ヘ　工具器具及び備品
　　　　　　減価償却累計額 △ 29,670,502
　　　　ト　建設仮勘定
　　　　　　有形固定資産合計
　　　　　　固定資産合計

２ 流動資産
　（１）現金預金
　（２）未収金
　　　　貸倒引当金 △ 3,079,825
　（３）貯蔵品
　　　　　　流動資産合計
　　　　　　資産合計

負債の部

３ 固定負債
　（１）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　　　　　　固定負債合計

４ 流動負債
　（１）一時借入金
　（２）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（３）未払金
　（４）引当金
　　　　ロ　賞与引当金
　　　　ハ　法定福利費引当金
　　　　　　引当金合計
　（５）その他流動負債
　　　　　　流動負債合計

５ 繰延収益
　（１）長期前受金
　（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,099,203,045
　　　　　　繰延収益合計
　　　　　　負債合計
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資本の部

６ 資本金
　（１）自己資本金
　　　　　　資本金合計

７ 剰余金
　（１）資本剰余金
　　　　イ　国庫補助金
　　　　ロ　工事負担金
　　　　ハ　加入負担金
　　　　ニ　受贈財産評価額
　　　　　　資本剰余金合計
　（２）利益剰余金
　　　　イ　減債積立金
　　　　ロ　利益積立金
　　　　ハ　建設改良積立金
　　　　ニ　その他積立金
　　　　ホ　当年度未処分利益剰余金
　　　　　　利益剰余金合計
　　　　　　剰余金合計
　　　　　　資本合計
　　　　　　負債資本合計
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資本の部

６ 資本金
　（１）自己資本金
　　　　　　資本金合計

７ 剰余金
　（１）資本剰余金
　　　　イ　国庫補助金
　　　　ロ　工事負担金
　　　　ハ　加入負担金
　　　　ニ　受贈財産評価額
　　　　　　資本剰余金合計
　（２）利益剰余金
　　　　イ　減債積立金
　　　　ロ　利益積立金
　　　　ハ　建設改良積立金
　　　　ニ　その他積立金
　　　　ホ　当年度未処分利益剰余金
　　　　　　利益剰余金合計
　　　　　　剰余金合計
　　　　　　資本合計
　　　　　　負債資本合計

（単位：円）

１．営業収益
　（1）給水収益
　（2）受託工事収益
　（3）その他営業収益

２．営業費用
　（1）原水及び浄水費
　（2）配水及び給水費
　（3）受託工事費
　（4）総係費
　（5）減価償却費
　（6）資産減耗費
　（7）その他営業費用
　　　　　営業損失

３．営業外収益
　（1）受取利息及び配当金
　（2）負担金
　（3）長期前受金戻入
　（4）雑収益

４．営業外費用
　（1）支払利息
　（2）雑支出
　　　　　経常損失

５．特別損失
　（1）過年度損益修正損
　（2）その他特別損失 △   91,743

６．予備費
　（1）予備費

　　　　　当年度純損失
　　　　　前年度繰越利益剰余金
　　　　　当年度未処分利益剰余金

令和元年度　辰野町上水道事業予定損益計算書
（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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（単位：円）

１．固   定   資   産
  (1)  有形固定資産
     イ   土地
     ロ   建物
          減価償却累計額 △ 62,117,559
     ハ   構築物
          減価償却累計額 △ 2,915,532,646
     ニ   機械及び装置
          減価償却累計額 △ 407,785,404
     ホ   車両運搬具
          減価償却累計額 △ 13,274,483
     へ   工具器具及び備品
          減価償却累計額 △ 26,506,502
　　 ト　 建設仮勘定　
          有形固定資産合計
          固定資産合計

２．流  動  資  産
  (1)  現  金  預  金
  (2)  未    収    金
　　　　貸倒引当金 △ 4,959,650
  (3)  貯    蔵    品
  (4)  前　　払　　金
  (5)  その他流動資産
           流 動 資 産 合 計
           資    産    合    計

令和元年度　辰野町上水道事業予定貸借対照表
（令和2年3月31日）

資   産   の   部
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（単位：円）

１．固   定   資   産
  (1)  有形固定資産
     イ   土地
     ロ   建物
          減価償却累計額 △ 62,117,559
     ハ   構築物
          減価償却累計額 △ 2,915,532,646
     ニ   機械及び装置
          減価償却累計額 △ 407,785,404
     ホ   車両運搬具
          減価償却累計額 △ 13,274,483
     へ   工具器具及び備品
          減価償却累計額 △ 26,506,502
　　 ト　 建設仮勘定　
          有形固定資産合計
          固定資産合計

２．流  動  資  産
  (1)  現  金  預  金
  (2)  未    収    金
　　　　貸倒引当金 △ 4,959,650
  (3)  貯    蔵    品
  (4)  前　　払　　金
  (5)  その他流動資産
           流 動 資 産 合 計
           資    産    合    計

令和元年度　辰野町上水道事業予定貸借対照表
（令和2年3月31日）

資   産   の   部 ３．固　定　負　債
  (1）　企　　業　　債
　　　イ　建設改良等の財源に
　　　　　充てるための企業債

　企業債合計
           固 定 負 債 合 計

４．流  動  負  債
  (1）　 企　　業　　債
　　　イ　建設改良等の財源に
　　　　　充てるための企業債

　企業債合計
  (2)  未    払    金
  (3)  引　　当　　金
　　イ　賞与引当金
　　ロ　法定福利引当金
　　　　引　当　金　合　計
           流 動 負 債 合 計

５．繰　延　収　益
　　　　長　期　前　受　金
　　　　収　益　化　累　計　額 △ 986,456,108
　　　　繰　延　収　益　合　計
           負    債    合    計

負   債   の   部
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６．資   本   金
  (1)  自 己 資 本 金

７．剰   余   金
  (1)  資 本 剰 余 金
      イ  工 事 負 担 金
      ロ  国 庫 補 助 金
      ハ  繰　入　金
      ニ  受贈財産評価額
             資本剰余金合計
  (2)   利 益 剰 余 金
      イ  減 債 積 立 金
      ロ  利 益 積 立 金
      ハ  建設改良積立金
      ニ  当年度未処分利益剰余金
              利益剰余金合計
              剰  余  金  合  計
              資    本    合    計
              負 債 資 本 合 計

資   本   の   部
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６．資   本   金
  (1)  自 己 資 本 金

７．剰   余   金
  (1)  資 本 剰 余 金
      イ  工 事 負 担 金
      ロ  国 庫 補 助 金
      ハ  繰　入　金
      ニ  受贈財産評価額
             資本剰余金合計
  (2)   利 益 剰 余 金
      イ  減 債 積 立 金
      ロ  利 益 積 立 金
      ハ  建設改良積立金
      ニ  当年度未処分利益剰余金
              利益剰余金合計
              剰  余  金  合  計
              資    本    合    計
              負 債 資 本 合 計

資   本   の   部
注記事項

Ⅰ．重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産（貯蔵品） 先入先出法による原価法による。

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 １０～５０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ８～２０年

車両及び運搬具 ２～ ５年

工具・器具及び備品 ４～１５年

３ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給額と長野県市町村総合事務組合における積立金相当額との差は、取り決めに基づき一般会計が負担することとなってい

るため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月

分）を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に伴う法定福利費支払いに備えるため、当年度末支払見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から

３月までの４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項

資金の期末残高の貸借対照表科目は現金預金（預金）である。

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する事項

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、「企業債の償還負

担に関する協定書」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は１２４，９５４千円である。

Ⅳ．セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要

辰野町上水道事業会計は、令和 年 月 日から地方公営企業法を全部適用した簡易水道事業を同一会計で事業を運営することとしたた

め、「上水道事業」、「簡易水道事業」の２つを報告セグメントとする。

各報告セグメントの事業の内容は次のとおりである。

（１）上水道事業

給水人口 人以上の給水区域における水道事業

（２）簡易水道事業

給水人口 人以上 人以下の給水区域における簡易水道事業、給水人口 人以上 人以下の給水区域における飲料水供給施設及

び給水人口 人以上 人以下の給水区域における簡易給水施設

２ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日）

上水道事業 簡易水道事業 合計

営業収益

営業費用

営業損益 △ △ △

経常損益

セグメント資産

セグメント負債
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Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項

資金の期末残高の貸借対照表科目は現金預金（預金）である。

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する事項

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、「企業債の償還負

担に関する協定書」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は１２４，９５４千円である。

Ⅳ．セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要

辰野町上水道事業会計は、令和 年 月 日から地方公営企業法を全部適用した簡易水道事業を同一会計で事業を運営することとしたた

め、「上水道事業」、「簡易水道事業」の２つを報告セグメントとする。

各報告セグメントの事業の内容は次のとおりである。

（１）上水道事業

給水人口 人以上の給水区域における水道事業

（２）簡易水道事業

給水人口 人以上 人以下の給水区域における簡易水道事業、給水人口 人以上 人以下の給水区域における飲料水供給施設及

び給水人口 人以上 人以下の給水区域における簡易給水施設

２ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日）

上水道事業 簡易水道事業 合計

営業収益

営業費用

営業損益 △ △ △

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計補助金（収益的）

減価償却費

特別利益

特別損失

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額

Ⅴ．その他の注記

１ 簡易水道事業の法適化

令和 年 月 日から、簡易水道事業（飲料水供給施設及び簡易給水施設を含む。）に地方公営企業法の全部を適用する。上水道事業と

款で区分し、同一会計で運営することとしたため、簡易水道事業の資産、負債等をすべて引き継いで、財務諸表等を作成している。
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議案第３号

令和２年度 辰野町下水道事業会計予算

総則

第１条 令和２年度辰野町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

１ 水洗化戸数 ７，０３６件

２ 年間総排水量 ２，４５９，１８０ｍ

３ 一日平均排水量 ６，７３６ｍ

４ 主要な建設改良事業

管渠整備事業 ２０，１５０千円  処理場整備事業 (辰野水処理センター) ２６，０００千円

収益的収入及び支出

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 下水道事業収益 ９８１，５６１千円

第１項 営 業 収 益 ４１７，０４６千円

第２項 営 業 外 収 益 ５６４，５１５千円

支 出

第１款 下水道事業費用 ９８１，５６１千円

第１項 営 業 費 用 ８３５，９５９千円

第２項 営 業 外 費 用 １２６，７２５千円

第３項 特 別 損 失 １６，２７７千円

第４項 予 備 費 ２，６００千円
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資本的収入及び支出

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３３１，７４３千

円は、引継金、損益勘定留保資金、消費税資本的収支調整額で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資 本 的 収 入 ４４３，５４８千円

第１項 企 業 債 １４７，８００千円

第４項 分担金及び負担金 ４，３２７千円

第５項 補 助 金 ２９１，４２１千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 ７７５，２９１千円

第１項 建 設 改 良 費 ７７，２７４千円

第２項 企業債償還金 ６９８，０１７千円

特例的収入及び支出

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の

金額は、それぞれ、４７，４８５千円、２９，８７７千円である。

企業債

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

下水道事業債

千円

１４７，８００ 証書借入

又は

証券発行

４．０％以内

（ただし、利率見直し方式で

借入れる資金について、利率

見直しを行った後において

は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件により、銀

行その他の場合にはその債権者と協定するもの

による。ただし、町財政の都合により据置期間

及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは

低利に借換えすることができる。
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資本的収入及び支出

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３３１，７４３千

円は、引継金、損益勘定留保資金、消費税資本的収支調整額で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資 本 的 収 入 ４４３，５４８千円

第１項 企 業 債 １４７，８００千円

第４項 分担金及び負担金 ４，３２７千円

第５項 補 助 金 ２９１，４２１千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 ７７５，２９１千円

第１項 建 設 改 良 費 ７７，２７４千円

第２項 企業債償還金 ６９８，０１７千円

特例的収入及び支出

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の

金額は、それぞれ、４７，４８５千円、２９，８７７千円である。

企業債

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

下水道事業債

千円

１４７，８００ 証書借入

又は

証券発行

４．０％以内

（ただし、利率見直し方式で

借入れる資金について、利率

見直しを行った後において

は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件により、銀

行その他の場合にはその債権者と協定するもの

による。ただし、町財政の都合により据置期間

及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは

低利に借換えすることができる。

一時借入金

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（ 予定支出の各項の経費の金額の流用 ）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用と営業外費用

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれら

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１ 職員給与費 ３３，７４１千円

他会計からの補助金

第９条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、５２９，８０７千円である。

令和２年 ３月 ２日 提出

辰 野 町 長 武 居 保 男

令和２年 ３月 日 決

辰野町議会議長 岩 田 清
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令和 2年度  辰野町下水道事業会計　予算実施計画

収益的収入および支出
（収　入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考
1 下水道事業収益 981,561

1 営業収益 417,046
1 下水道使用料 416,996
4 その他営業収益 50

2 営業外収益 564,515
3 負担金 26,522
4 他会計補助金 260,586
5 長期前受金戻入 277,407
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（支　出） （単位：千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 下水道事業費用 981,561
1 営業費用 835,959

1 管渠費 44,995
2 処理場費 199,401
5 総係費 32,400
6 減価償却費 537,158
7 資産減耗費 22,005

2 営業外費用 126,725
1 支払利息及び企業債取扱諸費 101,725
3 消費税及び地方消費税 25,000

3 特別損失 16,277
4 過年度損益修正損 500
5 その他特別損失 15,777

4 予備費 2,600
1 予備費 2,600
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資本的収入および支出
（収　入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考
1 資本的収入 443,548

1 企業債 147,800
1 企業債 147,800

4 分担金及び負担金 4,327
1 受益者負担金 1,933
3 工事負担金 2,394

5 補助金 291,421
1 国庫（県）補助金 22,200
2 他会計補助金 269,221
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（支　出） （単位：千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 資本的支出 775,291
1 建設改良費 77,274

1 管渠整備費 42,556
3 処理場整備費 28,100
4 事務費 6,618

2 企業債償還金 698,017
1 企業債償還金 698,017



－ 50－

令和 2年度  辰野町下水道事業会計　予算実施計画明細書

収益的収入及び支出
（収　入） （単位：千円）

節
区　　分 金　　額

下水道事業収益
 営業収益

下水道使用料
下水道使用料 下水道使用料

　公共下水道
　特定環境保全公共下水道
　農業集落排水処理施設

その他営業収益
手数料 指定店登録手数料

 営業外収益
負担金

負担金 負担金
  塩尻市負担金（総務事務費）
  塩尻市負担金（水処理センター管理費）

他会計補助金
一般会計補助金 一般会計繰入金

長期前受金戻入
長期前受金戻入 長期前受金戻入

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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（支　出） （単位：千円）
節

区　　分 金　　額
下水道事業費用
 営業費用

管渠費
燃料費 燃料費
光熱水費 光熱水費
通信運搬費 通信運搬費
委託料 委託料

　公共下水道
  　電気工作物保守点検委託料
  　マンホールポンプ保守点検業務委託料
  　管路調査・清掃委託料
  　下水道管路台帳作成業務委託料
　特定環境保全公共下水道
  　マンホールポンプ点検委託料
  　管路調査・清掃委託料
  　電気工作物点検委託料長橋ポンプ場
　農業集落排水処理施設
　　マンホールポンプ保守点検委託料

賃借料 賃借料
修繕費 修繕費
工事請負費 工事請負費

　公共下水道

　特定環境保全公共下水道
　　管路施設等修繕工事
  　鴛鴦橋予備ポンプ分解点検工事

材料費 下水道用量水器他
保険料 下水道賠償責任保険料

処理場費
給料 給料
手当 職員手当等
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額
法定福利費 法定福利費
法定福利費引当金
繰入額

法定福利費引当金繰入額

旅費 旅費
備消品費 備消品費
燃料費 燃料費

説　　　明款・項 目 予　定　額

  　羽場駅前ポンプ場No.2ポンプ分解点検工事
    上平出天竜川ポンプ場No.2ポンプ分解点検工事



－ 52－

節
区　　分 金　　額

光熱水費 光熱水費
通信運搬費 通信運搬費
委託料 委託料

　公共下水道
  　処理場等運転管理委託料
  　水質・汚泥分析試験委託料
  　中継ポンプ場施設台帳作成業務委託料
  　脱水ケーキ収集運搬処分委託料

  　消防設備点検委託料
  　処理場電気計装設備保守点検委託料
  　場内整備（シルバー人材他）委託料
  　特定施設水質試験委託料
  　ＥＳＰ業務委託料
  　脱臭装置用活性炭交換業務委託料

　特定環境保全公共下水道
  　処理場等運転管理委託料
  　水質・汚泥分析試験委託料
  　特定施設水質試験委託料

  　消防設備保守点検委託料
  　場内整備委託料（シルバー人材）
  　脱水ケーキ収集運搬処分委託料
  　処理場電気計装設備保守点検委託料
  　ＥＳＰ業務委託料
　農業集落排水処理施設
  　処理場維持管理業務委託料
  　汚泥処理委託料

手数料 手数料
賃借料 賃借料
修繕費 修繕費
工事請負費 工事請負費

　公共下水道
  　No.１－３曝気機修繕工事
  　濃縮汚泥No.２ポンプ分解点検工事

款・項 目 予　定　額 説　　　明

 　 No.３－２スカム移送ポンプ分解点検工事
 　 No.１次亜塩素酸ソーダ注入ポンプ分解点検工事

  　電気工作物保守点検委託料（中継ポンプ場2箇所）

  　電気工作物保守点検委託料（水処理センター）

  　電気工作物保守点検委託料 (水処理センター)

 　 辰野中継ポンプ場電気計装設備点検委託料
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節
区　　分 金　　額

  　ポンプ他分解点検工事
　特定環境保全公共下水道
　　No.2余剰汚泥ポンプ分解点検工事
  　高圧受変電設備改修工事
  　ポンプ他分解点検工事

材料費 医薬材料費
負担金 負担金
保険料 保険料

建物共済保険料
自賠責・任意保険料

公課費 自動車重量税
総係費

給料 給料
手当 職員手当等
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額
報酬 報酬

　運営協議会等委員報酬
　会計年度任用職員報酬

法定福利費 共済組合負担金
法定福利費引当金
繰入額

法定福利費引当金繰入額

旅費 旅費
備消品費 備消品費
燃料費 燃料費
印刷製本費 印刷製本費
通信運搬費 通信運搬費
委託料 委託料

　公共下水道
  　企業会計支援業務委託料
 　 管理支援委託料

 　 検針委託料
 　 ハンディ検針システム保守業務委託料
　特定環境保全公共下水道
　　管路調査業務委託料
  　検針委託料
  　ハンディ検針システム保守業務委託料

手数料 手数料

款・項 目 説　　　明予　定　額

 　 辰野中継ポンプ場No.１ポンプ分解点検工事

 　 上下水道管路台帳システム保守管理業務委託料
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節
区　　分 金　　額

　口座振替手数料
　窓口収納手数料他

賃借料 賃借料
　有料道路使用料
　コピー使用料

負担金 負担金
　公共下水道
  　情報センター負担金
  　日本下水道協会、中部、県、負担金
  　全国町村下水道推進協議会負担金
  　量水器取替負担金
  　技研負担金
  　地方公営企業法適用研修負担金
　特定環境保全公共下水道
  　情報センター負担金
 　 量水器取替負担金
　農業集落排水処理施設
  　地域循環資源センター会費
  　技研負担金
  　事務技術研究会負担金
  　特養老清掃負担金

保険料 情報漏洩賠償責任保険料
貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額

減価償却費
有形固定資産減価償却費
　公共下水道
　　建物減価償却費
　　構築物減価償却費
　　機械及び装置減価償却費
　特定環境保全公共下水道
　　建物減価償却費
　　構築物減価償却費
　　機械及び装置減価償却費
　農業集落排水処理施設
　　建物減価償却費
　　構築物減価償却費
　　機械及び装置減価償却費

款・項 予　定　額 説　　　明目

有形固定資産
減価償却費



－ 55－

節
区　　分 金　　額

資産減耗費
固定資産除却費 固定資産除却費

　公共下水道
　特定環境保全公共下水道
　農業集落排水処理施設

 営業外費用
支払利息及び企業債
取扱諸費

企業債利息 企業債利息
　公共下水道
　特定環境保全公共下水道
　農業集落排水処理施設

消費税及び
地方消費税

消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税
 特別損失

過年度損益修正損
過年度損益修正損 過年度損益修正損

その他特別損失
手当、法定福利費 手当、法定福利費
その他特別損失 その他特別損失

 予備費
予備費

予備費 予備費

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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資本的収入及び支出
（収　入） （単位：千円）

節
区　　分 金　　額

資本的収入
 企業債

企業債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良等企業債

その他の企業債 資本費平準化債
 分担金及び
 負担金

受益者負担金
受益者負担金 受益者負担金

工事負担金
工事負担金 塩尻市負担金（事業費）

 補助金
国庫（県）補助金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金
他会計補助金

他会計補助金 一般会計繰入金
　公共下水道
　特定環境保全公共下水道
　農業集落排水処理施設

款・項 目 予　定　額 説　　　明



－ 57－

（支　出） （単位：千円）
節

区　　分 金　　額
資本的支出
 建設改良費

管渠整備費
委託料 委託料

　公共下水道

  　農集統合に係る地質調査業務委託料
 　 支線管渠実施設計業務委託料
　特定環境保全公共下水道
  　下水道管路施設点検調査業務委託料

賃借料 設計積算システム使用料
工事請負費 工事請負費

　公共下水道
  　支線管渠工事
  　管路施設修繕工事
　特定環境保全公共下水道
　　旧長橋790ポンプ場No.2ポンプ更新工事
　農業集落排水処理施設
 　 新規公共ます設置工事

材料費 マンホールポンプ購入費
処理場整備費

委託料 委託料
　公共下水道

  　耐震詳細設計業務委託料
工事請負費 工事請負費

　特定環境保全公共下水道
  　No.1-1スカム移送ポンプ更新工事
　農業集落排水処理施設
  　ポンプ更新工事

事務費
給料 給料
手当 職員手当等
賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額
法定福利費 法定福利費
法定福利費引当金
繰入額

法定福利費引当金繰入額

旅費 旅費
備消品費 備消品費

目 予　定　額 説　　　明款・項

  　ストックマネジメント詳細設計業務委託料

  　農集統合に係る管渠実施設計業務委託料
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節
区　　分 金　　額

燃料費 燃料費
印刷製本費 印刷製本費
通信運搬費 通信運搬費
賃借料 使用料

　有料道路使用料
　コピー使用料他

 企業債償還金
企業債償還金

建設改良等企業債償還金
　公共下水道
　特定環境保全公共下水道
　農業集落排水処理施設

建設改良等の財源に
充てるための企業債
償還金

款・項 目 予　定　額 説　　　明
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令和 2年度　辰野町下水道事業会計　予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

その他引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △ 277,407,000

受取利息及び受取配当金

支払利息

固定資産除却費

固定資産売却損益（△は益）

未収金の増減額（△は増加） △ 11,770,360

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

前受金の増減額（△は減少）

その他流動資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 1,736,064

　　　　　　　　　　　小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 101,725,000

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 70,782,373

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

負担金及び分担金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出 △ 698,017,000

その他の企業債による収入

その他の企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 550,217,000

資金増減額（△は減少） △ 42,618,760

資金期首残高

資金期末残高

(令和 2年4月1日から令和 3年3月31日まで)
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１　総　　括

法     定

特 別 職 一 般 職 報   酬 給   料 手   当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

時間外勤 管 理 職 期末勤勉 寒 冷 地 退職手当組合

　区　　分 務 手 当 手     当 手　　当 手     当 負　担　金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度

前　年　度

　比　　較

住居手当扶養手当

比 損益勘定支弁職員

度 合　　　　　計

較 合　　　　　計

通勤手当

手
当
の
内
訳

資本勘定支弁職員

年 資本勘定支弁職員

前 損益勘定支弁職員

度 合　　　　　計

給　　 与 　　費　　 明　　 細　　 書

区　　　　　分

職　　員　　数
合   計

給　　　　　与　　　　　費

本 損益勘定支弁職員

年 資本勘定支弁職員
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ア　会計年度任用職員以外の職員

法     定

特 別 職 一 般 職 報   酬 給   料 手   当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

時間外勤 管 理 職 期末勤勉 寒 冷 地 退職手当組合

　区　　分 務 手 当 手     当 手　　当 手     当 負　担　金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度

前　年　度

　比　　較

年 資本勘定支弁職員

度 合　　　　　計

度 合　　　　　計

手
当
の
内
訳

扶養手当 住居手当 通勤手当

較 合　　　　　計

資本勘定支弁職員

比 損益勘定支弁職員

年 資本勘定支弁職員

前 損益勘定支弁職員

区　　　　　分

職　　員　　数
合   計

給　　　　　与　　　　　費

本 損益勘定支弁職員
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イ　会計年度任用職員

法     定

特 別 職 一 般 職 報   酬 給   料 手   当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期　　末

　区　　分 手　　当

（千円）

本　年　度

前　年　度

　比　　較

給　　　　　与　　　　　費

区　　　　　分

職　　員　　数

本 損益勘定支弁職員

度 合　　　　　計

年 資本勘定支弁職員

年 資本勘定支弁職員

前 損益勘定支弁職員

比 損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

手
当
の
内
訳

較 合　　　　　計

度 合　　　　　計

合   計
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千 円）

給 　  料 給与改定に伴う増減分 人勧による給与改定 給料表の改定率　０.３％

昇給に伴う増加分 定期昇給による増 平均昇給率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.７％

（昇給期）（職員数）

昇給期別職員数　　　　　４月　　　０人　　

昇給期別職員数　　　　　１月　　　５人

その他の増減分 職員の異動による増減分 職員の異動状況

　　　　　(現に在職する職員数） 　　　　　(その他）　　( 計 )

　本年度　　　　　５人（うち、兼務　人）　　　０人　　　　５人

　前年度　　　　　  人（うち、兼務  人）　　　  人　　　　  人

　増　 減　　　　　  人（うち、兼務１人）　　　  人　　　　  人

職員手当 給与改定に伴う増減分 勤勉手当０．０５月引上げ

その他の増減分 扶養手当・住居手当・通勤手当・時間外勤務手当・管理職手当・
期末勤勉手当・寒冷地手当・退職手当組合負担金

職員の異動・昇給による
増減分

人勧による給与改定

区 　  分
増 減 事 由 別 内 訳

説   　     明 備                             考
（千  円）
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３　給料及び職員手当の状況

(１)　職員１人当り給与

一般行政職

平均給料月額（円）

令和2年4月1日現在 平均給与月額（円）

平  均  年  齢（歳）

平均給料月額（円）

平成31年4月1日現在 平均給与月額（円）

平  均  年  齢（歳）

(２)　初 任 給 （令和2年４月１日現在）

一般会計の制度

一般行政職（円）

高    校    卒 150,600円 150,600円

短　　大    卒 163,100円 163,100円

大    学    卒 182,200円 182,200円

区　　　　　　　　　　　　　　　分

区            分 一般行政職　　（円）
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(３）　級別職員数

級 職員数(人） 構成比（％）

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

５　　　級

６　　　級

７　　　級

計

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

５　　　級

６　　　級

７　　　級

計

(級別の標準的な職務内容）

区  　　　 分 １   級 ２   級 ３   級 ４   級 ５   級 ６   級 ７   級

一  般  行  政  職

係員の職務 上級係員の職務 専門員の職務
係長の職務

総括専門員の
職務
総括係長の職務
課長補佐の職務

総括課長補佐の
職務
課長の職務

総括課長の職務 特に重要な総括
的業務又は高度
で困難な業務を
行う総括課長の
職務

平成31年４月１日現在

区　　　　　分
一般行政職

令和2年４月１日現在
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(4)　昇　　給　　

 (A)         (人）

本  (B)         (人）

１号俸（人）

年 ２号俸（人）

３号俸（人）

度 ４号俸（人）

５号俸（人）

     比         率               （％）

 (A)         (人）

前  (B)         (人）

１号俸（人）

年 ２号俸（人）

３号俸（人）

度 ４号俸（人）

５号俸（人）

     比        率               （％）

     昇給に係る職員数

号俸数別内訳

区　　　　　　分 合　　　　　　計

     職      員      数

一般行政職

     職      員      数

     昇給に係る職員数

号俸数別内訳
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　（５）　期末勤勉手当

支 給 率 計 職務上の段階、職務の

６ 月 （月分） １２ 月 （月分） （月  分） 級数等による加算

有

有

有

　（６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

（月  分） （月  分） （月   分） （月  分）

支   給   率   等

定年前早期退職特別措置
（定年から起算して1年に
つき２％、最大２０％の割
増）

一般会計の制度
（支給率等）

〃

区              分  
支  給  期  別  支  給  率

備     　考

本         年         度

前         年         度

一 般 会 計 の 制 度

区         分 その他の加算措置等 備　　　考
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令和 2年度 辰野町下水道事業会計　予定開始貸借対照表

（令和 2年4月1日） （単位：円）

資産の部
１ 固定資産
　（１）有形固定資産
　　　　イ　土地
　　　　ロ　建物
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ハ　構築物
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ニ　機械及び装置
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ホ　車両運搬具
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ヘ　工具器具及び備品
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ト　その他有形固定資産
　　　　　　減価償却累計額
　　　　チ　建設仮勘定
　　　　　　有形固定資産合計
　（２）無形固定資産
　　　　イ　施設利用権
　　　　ロ　電話加入権
　　　　　　無形固定資産合計
　（３）投資
　　　　イ　出資金
　　　　ロ　破産更生債権等
　　　　　　貸倒引当金
　　　　ハ　長期前払消費税
　　　　ニ　その他投資
　　　　　　投資合計
　　　　　　固定資産合計

２ 流動資産
　（１）現金預金
　（２）未収金
　　　　貸倒引当金
　（３）貯蔵品
　（４）前払費用
　（５）前払金
　（６）その他流動資産
　　　　　　流動資産合計
　　　　　　資産合計
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令和 2年度 辰野町下水道事業会計　予定開始貸借対照表

（令和 2年4月1日） （単位：円）

資産の部
１ 固定資産
　（１）有形固定資産
　　　　イ　土地
　　　　ロ　建物
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ハ　構築物
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ニ　機械及び装置
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ホ　車両運搬具
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ヘ　工具器具及び備品
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ト　その他有形固定資産
　　　　　　減価償却累計額
　　　　チ　建設仮勘定
　　　　　　有形固定資産合計
　（２）無形固定資産
　　　　イ　施設利用権
　　　　ロ　電話加入権
　　　　　　無形固定資産合計
　（３）投資
　　　　イ　出資金
　　　　ロ　破産更生債権等
　　　　　　貸倒引当金
　　　　ハ　長期前払消費税
　　　　ニ　その他投資
　　　　　　投資合計
　　　　　　固定資産合計

２ 流動資産
　（１）現金預金
　（２）未収金
　　　　貸倒引当金
　（３）貯蔵品
　（４）前払費用
　（５）前払金
　（６）その他流動資産
　　　　　　流動資産合計
　　　　　　資産合計

負債の部
３ 固定負債
　（１）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（２）引当金
　　　　イ　退職給付引当金
　　　　　　引当金合計
　　　　　　固定負債合計

４ 流動負債
　（１）一時借入金
　（２）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（３）未払金
　（４）前受金
　（５）引当金
　　　　イ　退職給付引当金
　　　　ロ　賞与引当金
　　　　ハ　法定福利費引当金
　　　　ニ　修繕引当金
　　　　ホ　その他引当金
　　　　　　引当金合計
　（６）その他流動負債
　　　　　　流動負債合計

５ 繰延収益
　（１）長期前受金
　（２）長期前受金収益化累計額
　　　　　　繰延収益合計
　　　　　　負債合計
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資本の部
６ 資本金
　（１）自己資本金
　　　　　　資本金合計

７ 剰余金
　（１）資本剰余金
　　　　イ　国庫補助金
　　　　ロ　県補助金
　　　　ハ　一般会計繰入金
　　　　ニ　受益者負担金
　　　　ホ　他会計負担金
　　　　へ　工事負担金
　　　　ト　受贈財産評価額
　　　　チ　寄附金
　　　　リ　その他資本剰余金
　　　　　　資本剰余金合計
　（２）利益剰余金
　　　　イ　減債積立金
　　　　ロ　利益積立金
　　　　ハ　建設改良積立金
　　　　ニ　その他積立金
　　　　ホ　当年度未処分利益剰余金
　　　　　　利益剰余金合計
　　　　　　剰余金合計
　　　　　　資本合計
　　　　　　負債資本合計
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資本の部
６ 資本金
　（１）自己資本金
　　　　　　資本金合計

７ 剰余金
　（１）資本剰余金
　　　　イ　国庫補助金
　　　　ロ　県補助金
　　　　ハ　一般会計繰入金
　　　　ニ　受益者負担金
　　　　ホ　他会計負担金
　　　　へ　工事負担金
　　　　ト　受贈財産評価額
　　　　チ　寄附金
　　　　リ　その他資本剰余金
　　　　　　資本剰余金合計
　（２）利益剰余金
　　　　イ　減債積立金
　　　　ロ　利益積立金
　　　　ハ　建設改良積立金
　　　　ニ　その他積立金
　　　　ホ　当年度未処分利益剰余金
　　　　　　利益剰余金合計
　　　　　　剰余金合計
　　　　　　資本合計
　　　　　　負債資本合計

令和 2年度 辰野町下水道事業会計　予定貸借対照表

（令和 3年3月31日） （単位：円）

資産の部
１ 固定資産
　（１）有形固定資産
　　　　イ　土地
　　　　ロ　建物
　　　　　　減価償却累計額 △ 16,496,000
　　　　ハ　構築物
　　　　　　減価償却累計額 △ 432,827,000
　　　　ニ　機械及び装置
　　　　　　減価償却累計額 △ 87,835,000
　　　　ホ　車両運搬具
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ヘ　工具器具及び備品
　　　　　　減価償却累計額
　　　　ト　その他有形固定資産
　　　　　　減価償却累計額
　　　　チ　建設仮勘定
　　　　　　有形固定資産合計
　（２）無形固定資産
　　　　イ　施設利用権
　　　　ロ　電話加入権
　　　　　　無形固定資産合計
　（３）投資
　　　　イ　出資金
　　　　ロ　破産更生債権等
　　　　　　貸倒引当金
　　　　ハ　長期前払消費税
　　　　ニ　その他投資
　　　　　　投資合計
　　　　　　固定資産合計

２ 流動資産
　（１）現金預金
　（２）未収金
　　　　貸倒引当金 △ 400,000
　（３）貯蔵品
　（４）前払費用
　（５）前払金
　（６）その他流動資産
　　　　　　流動資産合計
　　　　　　資産合計
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負債の部
３ 固定負債
　（１）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（２）引当金
　　　　イ　退職給付引当金
　　　　　　引当金合計
　　　　　　固定負債合計

４ 流動負債
　（１）一時借入金
　（２）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（３）未払金
　（４）前受金
　（５）引当金
　　　　イ　退職給付引当金
　　　　ロ　賞与引当金
　　　　ハ　法定福利費引当金
　　　　ニ　修繕引当金
　　　　ホ　その他引当金
　　　　　　引当金合計
　（６）その他流動負債
　　　　　　流動負債合計

５ 繰延収益
　（１）長期前受金
　（２）長期前受金収益化累計額 △ 277,407,000
　　　　　　繰延収益合計
　　　　　　負債合計
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負債の部
３ 固定負債
　（１）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（２）引当金
　　　　イ　退職給付引当金
　　　　　　引当金合計
　　　　　　固定負債合計

４ 流動負債
　（１）一時借入金
　（２）企業債
　　　　イ　建設改良費企業債
　　　　ロ　その他の企業債
　　　　　　企業債合計
　（３）未払金
　（４）前受金
　（５）引当金
　　　　イ　退職給付引当金
　　　　ロ　賞与引当金
　　　　ハ　法定福利費引当金
　　　　ニ　修繕引当金
　　　　ホ　その他引当金
　　　　　　引当金合計
　（６）その他流動負債
　　　　　　流動負債合計

５ 繰延収益
　（１）長期前受金
　（２）長期前受金収益化累計額 △ 277,407,000
　　　　　　繰延収益合計
　　　　　　負債合計

資本の部
６ 資本金
　（１）自己資本金
　　　　　　資本金合計

７ 剰余金
　（１）資本剰余金
　　　　イ　国庫補助金
　　　　ロ　県補助金
　　　　ハ　一般会計繰入金
　　　　ニ　受益者負担金
　　　　ホ　他会計負担金
　　　　へ　工事負担金
　　　　ト　受贈財産評価額
　　　　チ　寄附金
　　　　リ　その他資本剰余金
　　　　　　資本剰余金合計
　（２）利益剰余金
　　　　イ　減債積立金
　　　　ロ　利益積立金
　　　　ハ　建設改良積立金
　　　　ニ　その他積立金
　　　　ホ　当年度未処分利益剰余金
　　　　　　利益剰余金合計
　　　　　　剰余金合計
　　　　　　資本合計
　　　　　　負債資本合計
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注記事項

Ⅰ．重要な会計方針
１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数

建物 ８～５０年
構築物 １０～５０年
機械及び装置 ６～２０年
車両及び運搬具 ５年
工具・器具及び備品 ４～１５年

２ 引当金の計上方法
（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給額と長野県市町村総合事務組合における積立金相当額との差は、取り決めに基づき一般会計が負担することとなっているため、
退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金
職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。
（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に伴う法定福利費支払いに備えるため、当年度末支払見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月ま
での４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

３ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項
資金の期末残高の貸借対照表科目は現金預金（預金）である。

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する事項
（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見
込まれる額は３，５７３，２９４千円である。
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注記事項

Ⅰ．重要な会計方針
１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数

建物 ８～５０年
構築物 １０～５０年
機械及び装置 ６～２０年
車両及び運搬具 ５年
工具・器具及び備品 ４～１５年

２ 引当金の計上方法
（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給額と長野県市町村総合事務組合における積立金相当額との差は、取り決めに基づき一般会計が負担することとなっているため、
退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金
職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。
（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に伴う法定福利費支払いに備えるため、当年度末支払見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月ま
での４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

３ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項
資金の期末残高の貸借対照表科目は現金預金（預金）である。

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する事項
（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見
込まれる額は３，５７３，２９４千円である。

Ⅳ．セグメント情報
１ 報告セグメントの概要

下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水処理施設事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定して
いることから、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水処理施設事業の３つをセグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業は以下のとおりである。

事業区分 事業内容

公共下水道事業

計画処理区域面積 ７２１．１５ヘクタール

計画処理人口 １４，９９４人

計画１日最大汚水量 ６，８８０立方メートル

特定環境保全公共下水道事業

計画処理区域面積 ５８．７ヘクタール

計画処理人口 ３，０００人（塩尻市含む）

計画１日最大汚水量 １，１４０立方メートル（塩尻市含む）

農業集落排水処理施設事業

計画処理区域面積 ８５ヘクタール

計画処理人口 ２，８６０人

計画１日最大汚水量 １，５００立方メートル
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２ 報告セグメントごとの営業収益等
当年度（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで） （単位：円）

項 目 公 共 下 水 道 事 業 特定環境保全公共下水道事業 農業集落排水処理施設事業 合 計

営業収益

営業費用

営業利益 △ △ △ △

経常利益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

特別損失

有形固定資産の増加額
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議案第４号 

令和２年度辰野町国民健康保険特別会計予算 
 
令和２年度辰野町国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，０１０，０２０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、８０,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合 

は次のとおりと定める。 

（1） 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれら経費の各項の間の流用 

 

 
令和２年 ３月 ２日 提出 

                                                            辰 野 町 長 武 居 保 男 

 
令和２年 ３月    日   決 

辰野町議会議長 岩 田 清 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等
当年度（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで） （単位：円）

項 目 公 共 下 水 道 事 業 特定環境保全公共下水道事業 農業集落排水処理施設事業 合 計

営業収益

営業費用

営業利益 △ △ △ △

経常利益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

特別損失

有形固定資産の増加額
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第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

国民健康保険税

国民健康保険税

使用料及び手数料

手数料

県支出金

県補助金

財産収入

財産運用収入

繰入金

他会計繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

雑入

歳               入               合               計
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第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

国民健康保険税

国民健康保険税

使用料及び手数料

手数料

県支出金

県補助金

財産収入

財産運用収入

繰入金

他会計繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

雑入

歳               入               合               計

（歳　　出） (単位　千円)

款 項 金                   額

総務費

総務管理費

徴税費

運営協議会費

保険給付費

療養諸費

高額療養費

葬祭諸費

移送費

出産育児諸費

国民健康保険事業費納付金

医療費給付費分

後期高齢者支援金等分

介護納付金分

保健事業費

特定健康診査等事業費

保健事業費

公債費

公債費

諸支出金
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(単位　千円)

款 項 金                   額

償還金及び還付加算金

繰出金

雑支出金

予備費

予備費

歳               出               合               計
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(単位　千円)

款 項 金                   額

償還金及び還付加算金

繰出金

雑支出金

予備費

予備費

歳               出               合               計

歳入歳出予算事項別明細書

１  総　括
（歳　入） (単位　千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

国民健康保険税 △6,569

使用料及び手数料 △150

県支出金 △41,447

財産収入

繰入金 △31,101

繰越金

諸収入 △203

      歳          入          合          計 △79,470
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（歳　出） (単位　千円)

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費

保険給付費 △10,610

国民健康保険事業費納付金 △72,820

保健事業費 △1,185

公債費

諸支出金

予備費

歳     出     合     計 △79,470

一 般 財 源
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（歳　出） (単位　千円)

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費

保険給付費 △10,610

国民健康保険事業費納付金 △72,820

保健事業費 △1,185

公債費

諸支出金

予備費

歳     出     合     計 △79,470

一 般 財 源

２　　歳　入

 01 款　国民健康保険税 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
国民健康保 △6,569
険税
一般被保険 △2,800 療養給付費 01療養給付費分現年課税分                     241,332
者国民健康 分現年課税
保険税 分

療養給付費 01療養給付費分滞納繰越分                       5,583
分滞納繰越
分
介護納付金 01介護納付金分現年課税分                      22,668
分現年課税
分
介護納付金 01介護納付金分滞納繰越分                         981
分滞納繰越
分
後期高齢者 01後期高齢者支援金現年課税分                  80,730
支援金現年
課税分
後期高齢者 01後期高齢者支援金滞納繰越分                   1,881
支援金滞納
繰越分

退職被保険 △3,769 医療給付費 01医療給付費分現年課税分                           1
者等国民健 分現年課税
康保険税 分

医療給付費 01医療給付費分滞納繰越分                         153
分滞納繰越
分
介護納付金 01介護納付金分現年課税分                           1
分現年課税
分
介護納付金 01介護納付金分滞納繰越分                          43
分滞納繰越
分
後期高齢者 01後期高齢者支援金現年課税分                       1
支援金現年
課税分

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 01 款　国民健康保険税 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
後期高齢者 01後期高齢者支援金滞納繰越分                      52
支援金滞納
繰越分

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 01 款　国民健康保険税 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
後期高齢者 01後期高齢者支援金滞納繰越分                      52
支援金滞納
繰越分

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

 04 款　使用料及び手数料 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
手数料 △150

督促手数料 △150 督促手数料 01督促手数料                                     100

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 06 款　県支出金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
県補助金 △41,447

保険給付費 △41,447 普通交付金 01普通交付金                               1,529,456
等交付金 　（5007）　一般被保険者療養給付費

　（5009）　一般被保険者療養費     9,575
　（5011）　審査支払手数料         3,849
　（5012）　一般被保険者高額療養費

　（5049）　一般被保険者高額介護合算療養
　　費                               100

特別交付金 01特別交付金                                  17,971
　（5048）　特定健康診査等事業費   5,000

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 06 款　県支出金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
県補助金 △41,447

保険給付費 △41,447 普通交付金 01普通交付金                               1,529,456
等交付金 　（5007）　一般被保険者療養給付費

　（5009）　一般被保険者療養費     9,575
　（5011）　審査支払手数料         3,849
　（5012）　一般被保険者高額療養費

　（5049）　一般被保険者高額介護合算療養
　　費                               100

特別交付金 01特別交付金                                  17,971
　（5048）　特定健康診査等事業費   5,000

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

 08 款　財産収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
財産運用収
入
利子及び配 基金利子 01基金利子                                        10
当金

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 10 款　繰入金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
他会計繰入 △15,101
金
一般会計繰 △15,101 保険基盤安 01保険税軽減分                                57,800
入金 定繰入金 02保険者支援分                                32,000

一般会計繰 01一般会計繰入金                              17,760
入金 　（5001）　一般管理費             5,000

　（5032）　直営診療施設勘定金     1,400
　（5037）　出産育児一時金         3,360

基金繰入金 △16,000

基金繰入金 △16,000 廃項                                                

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 10 款　繰入金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
他会計繰入 △15,101
金
一般会計繰 △15,101 保険基盤安 01保険税軽減分                                57,800
入金 定繰入金 02保険者支援分                                32,000

一般会計繰 01一般会計繰入金                              17,760
入金 　（5001）　一般管理費             5,000

　（5032）　直営診療施設勘定金     1,400
　（5037）　出産育児一時金         3,360

基金繰入金 △16,000

基金繰入金 △16,000 廃項                                                

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

 11 款　繰越金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
繰越金

前年度繰越 前年度繰越 01前年度繰越金                                   100
金 金

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 12 款　諸収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
延滞金加算 △200
金及び過料
一般被保険 △200 一般被保険 01一般被保険者延滞金                           1,000
者延滞金 者延滞金
退職被保険 退職被保険 01退職被保険者延滞金                              50
者延滞金 者延滞金
雑入 △3

一般被保険 一般被保険 01一般被保険者第三者納付金                        50
者第三者納 者第三者納
付金 付金
退職被保険 退職被保険 01退職被保険者第三者納付金                        10
者第三者納 者第三者納
付金 付金
一般被保険 一般被保険 01一般被保険者返納金                             150
者返納金 者返納金
退職被保険 △3 退職被保険 01退職被保険者返納金                              17
者返納金 者返納金
雑入 雑入 01雑入                                            20

02指定公費収入金                                 100
　（5050）　指定公費支出金              

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 12 款　諸収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
延滞金加算 △200
金及び過料
一般被保険 △200 一般被保険 01一般被保険者延滞金                           1,000
者延滞金 者延滞金
退職被保険 退職被保険 01退職被保険者延滞金                              50
者延滞金 者延滞金
雑入 △3

一般被保険 一般被保険 01一般被保険者第三者納付金                        50
者第三者納 者第三者納
付金 付金
退職被保険 退職被保険 01退職被保険者第三者納付金                        10
者第三者納 者第三者納
付金 付金
一般被保険 一般被保険 01一般被保険者返納金                             150
者返納金 者返納金
退職被保険 △3 退職被保険 01退職被保険者返納金                              17
者返納金 者返納金
雑入 雑入 01雑入                                            20

02指定公費収入金                                 100
　（5050）　指定公費支出金              

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

３　　歳　出

 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

総務管理費

一般管理費

一般管理費

旅費 　普通旅費                                        38

需用費 01消耗品費                           213
04印刷製本費                         230

役務費 01通信運搬費                         712
　郵送料                                            
03広告料                               4
　年賀・暑中広告　　　　　                          

委託料 　保険者事務共同事業委託料                     1,872
　調交システム等保守委託料                       198
　第三者行為取扱事務委託料                        20
　国保情報集約システム運用管理委託料             698
　被保険者証兼高齢受給者証作成委託料             684

使用料及び 　高速道路使用料                                  13
賃借料 　複写機使用料                                    56
負担金、補 01負担金                           5,231
助及び交付 　情報センター負担金                           5,224
金 　県地域医療推進協議会負担金                       7

連合会負担 △11
金

連合会負担 △11
金

負担金、補 01負担金                             909
助及び交付 　国保連合会負担金　                                
金

徴税費

賦課徴収費

節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
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 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

賦課徴収費

需用費 01消耗品費                            27
04印刷製本費                          84

役務費 01通信運搬費                         812
　郵送料                                            
04手数料                             328
　金融機関手数料　                                  

運営協議会
費
運営協議会
費

運営協議会
費

報酬 02委員報酬                           134
　運営協議会委員報酬１３人　                        

使用料及び 　会場及び高速道路使用料                           9
賃借料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

賦課徴収費

需用費 01消耗品費                            27
04印刷製本費                          84

役務費 01通信運搬費                         812
　郵送料                                            
04手数料                             328
　金融機関手数料　                                  

運営協議会
費
運営協議会
費

運営協議会
費

報酬 02委員報酬                           134
　運営協議会委員報酬１３人　                        

使用料及び 　会場及び高速道路使用料                           9
賃借料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 02 款　　保険給付費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

療養諸費 △2,543

一般被保険
者療養給付
費

一般被保険
者療養給付
費 負担金、補 01負担金                       1,314,000

助及び交付 　一般分療養給付費                                  
金

退職被保険 △5,900
者等療養給
付費

退職被保険 △5,900
者等療養給
付費 負担金、補 01負担金                             100

助及び交付 　退職分療養給付費　                                
金

一般被保険 △745
者療養費

一般被保険 △745
者療養費

負担金、補 01負担金                           9,575
助及び交付 　一般分療養費　                                    
金

退職被保険 △100
者等療養費

退職被保険 △100
者等療養費

負担金、補 01負担金                             100
助及び交付 　退職分療養費                                      
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 02 款　　保険給付費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

審査支払手
数料

審査支払手
数料

役務費 08役務費                           4,005
　診療報酬審査支払手数料                            

高額療養費 △7,968

一般被保険 △6,068
者高額療養
費

一般被保険 △6,068
者高額療養
費 負担金、補 01負担金                         201,932

助及び交付 　一般分高額療養費                                  
金

退職被保険 △1,900
者等高額療
養費

退職被保険 △1,900
者等高額療
養費 負担金、補 01負担金                             100

助及び交付 　退職分高額療養費　                                
金

一般被保険
者高額介護
合算療養費

一般被保険
者高額介護
合算療養費 負担金、補 01負担金                             100

助及び交付 　一般分高額介護合算療養費                          
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 02 款　　保険給付費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

審査支払手
数料

審査支払手
数料

役務費 08役務費                           4,005
　診療報酬審査支払手数料                            

高額療養費 △7,968

一般被保険 △6,068
者高額療養
費

一般被保険 △6,068
者高額療養
費 負担金、補 01負担金                         201,932

助及び交付 　一般分高額療養費                                  
金

退職被保険 △1,900
者等高額療
養費

退職被保険 △1,900
者等高額療
養費 負担金、補 01負担金                             100

助及び交付 　退職分高額療養費　                                
金

一般被保険
者高額介護
合算療養費

一般被保険
者高額介護
合算療養費 負担金、補 01負担金                             100

助及び交付 　一般分高額介護合算療養費                          
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 02 款　　保険給付費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

退職被保険
者等高額介
護合算療養
費

退職被保険
者等高額介
護合算療養 負担金、補 01負担金                              30
費 助及び交付 　退職分高額介護合算療養費                          

金
葬祭諸費

葬祭費

葬祭費

負担金、補 01負担金                           2,500
助及び交付 　葬祭費　                                          
金

移送費 △9

一般被保険
者移送費

一般被保険
者移送費

負担金、補 01負担金                              40
助及び交付 　移送費　                                          
金

退職被保険 △9
者移送費

退職被保険 △9
者移送費

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 02 款　　保険給付費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

負担金、補 01負担金                               1
助及び交付 　移送費                                            
金

出産育児諸 △840
費
出産育児一 △840
時金

出産育児一 △840
時金

役務費 08役務費                               3
　出産育児一時金支払手数料                          

負担金、補 01負担金                           5,040
助及び交付 　出産育児一時金                                    
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 02 款　　保険給付費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

負担金、補 01負担金                               1
助及び交付 　移送費                                            
金

出産育児諸 △840
費
出産育児一 △840
時金

出産育児一 △840
時金

役務費 08役務費                               3
　出産育児一時金支払手数料                          

負担金、補 01負担金                           5,040
助及び交付 　出産育児一時金                                    
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 03 款　　国民健康保険事業費納付金 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

医療費給付 △69,847
費分
一般被保険 △69,684
者医療給付
費分

一般被保険 △69,684
者医療給付
費分 負担金、補 01負担金                         272,814

助及び交付 　一般被保険者医療給付費分                          
金

退職被保険 △163
者等医療給
付費分

退職被保険 △163
者医療給付
費分 負担金、補 01負担金                              50

助及び交付 　退職被保険者医療給付費分                          
金

後期高齢者 △5,279
支援金等分
一般被保険 △5,220
者後期高齢
者支援金等
分

一般被保険 △5,220
者後期高齢
者支援金等 負担金、補 01負担金                         116,823
分 助及び交付 　一般被保険者後期高齢者支援金等分                  

金
退職被保険 △59
者等後期高
齢者支援金
等分

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 03 款　　国民健康保険事業費納付金 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

退職被保険 △59
者等後期高
齢者支援金 負担金、補 01負担金                              20
等分 助及び交付 　退職被保険者等後期高齢者支援金等分                

金
介護納付金
分
介護納付金
分

介護納付金
分

負担金、補 01負担金                          38,755
助及び交付 　介護納付金分                                      
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 03 款　　国民健康保険事業費納付金 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

退職被保険 △59
者等後期高
齢者支援金 負担金、補 01負担金                              20
等分 助及び交付 　退職被保険者等後期高齢者支援金等分                

金
介護納付金
分
介護納付金
分

介護納付金
分

負担金、補 01負担金                          38,755
助及び交付 　介護納付金分                                      
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 06 款　　保健事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

特定健康診 △1,568
査等事業費
特定健康診 △1,568
査等事業費

特定健康診 △1,568
査等事業費

旅費 　普通旅費　                                      25

需用費 01消耗品費                           413
04印刷製本費                          75

役務費 01通信運搬費                         927
　郵送料                                            

委託料 　特定健診データ管理委託料                       341
　巡回型健診委託料                             7,320
　個別健診委託料                               3,900
　特定健診問診票等作成委託料                     858
　保健指導委託料                                 145

使用料及び 　複写機使用料                                    42
賃借料 　高速道路使用料                                   9

　会場使用料                                      16
保健事業費

保健衛生普 △164
及費

保健衛生普 △164
及費

報償費 01報償金及び賞賜金                   500
　健康ポイント報償費                                

需用費 01消耗品費                           100
04印刷製本費                         208

役務費 01通信運搬費                         570
　郵送料　                                          

委託料 　医療費通知及び後発医薬品差額通知作成委託料        

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 06 款　　保健事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

使用料及び 　保健補導員研究大会バス借上料                   160
賃借料
負担金、補 01負担金                              80
助及び交付 　町医療問題懇談会負担金                            
金

疾病予防費

疾病予防費

需用費 01消耗品費                            36

委託料 　胃がん検診委託料                               250
　乳がん・子宮がん検診委託料                     600
　大腸がん検診委託料                             300
　メタボ健診委託料                               123
　肺がん検診委託料                               420
　健康教室講師委託料                             430

使用料及び 　町民会館使用料                                   7
賃借料 　複写機使用料                                    12
負担金、補 02補助金                           7,200
助及び交付 　人間ドック補助金                                  
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 06 款　　保健事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

使用料及び 　保健補導員研究大会バス借上料                   160
賃借料
負担金、補 01負担金                              80
助及び交付 　町医療問題懇談会負担金                            
金

疾病予防費

疾病予防費

需用費 01消耗品費                            36

委託料 　胃がん検診委託料                               250
　乳がん・子宮がん検診委託料                     600
　大腸がん検診委託料                             300
　メタボ健診委託料                               123
　肺がん検診委託料                               420
　健康教室講師委託料                             430

使用料及び 　町民会館使用料                                   7
賃借料 　複写機使用料                                    12
負担金、補 02補助金                           7,200
助及び交付 　人間ドック補助金                                  
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 08 款　　公債費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

公債費

利子

一時借入金
利子

償還金、利 　一時借入金利子                                    
子及び割引
料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 09 款　　諸支出金 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

償還金及び
還付加算金
一般被保険
者保険税還
付金

一般被保険
者保険税還
付金 償還金、利 　一般被保険者保険税還付金                          

子及び割引
料

退職被保険
者等保険税
還付金

退職被保険
者等保険税
還付金 償還金、利 　退職被保険者保険税還付金                          

子及び割引
料

国民健康保
険事業費納
付金償還金

国民健康保
険事業費納
付金償還金 償還金、利 　国保事業費納付金退職分精算金                      

子及び割引
料

繰出金

直営診療施
設勘定繰出
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 09 款　　諸支出金 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

償還金及び
還付加算金
一般被保険
者保険税還
付金

一般被保険
者保険税還
付金 償還金、利 　一般被保険者保険税還付金                          

子及び割引
料

退職被保険
者等保険税
還付金

退職被保険
者等保険税
還付金 償還金、利 　退職被保険者保険税還付金                          

子及び割引
料

国民健康保
険事業費納
付金償還金

国民健康保
険事業費納
付金償還金 償還金、利 　国保事業費納付金退職分精算金                      

子及び割引
料

繰出金

直営診療施
設勘定繰出
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 09 款　　諸支出金 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

直営診療施
設勘定金

繰出金 　診療所会計繰出金                             1,800

雑支出金

指定公費支
出金

指定公費支
出金

負担金、補 01負担金                             100
助及び交付 　指定公費支出金                                    
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 10 款　　予備費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

予備費

予備費

予備費

予備費

節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較



－ 105 －

 10 款　　予備費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

予備費

予備費

予備費

予備費

節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較

議案第５号 

令和２年度辰野町国民健康保険診療所特別会計予算 
 

令和２年度辰野町国民健康保険診療所特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，２４０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

 

 

令和２年 ３月 ２日 提出 

                                                            辰 野 町 長 武 居 保 男 

 

令和２年 ３月  日   決 

辰野町議会議長 岩 田 清 



－ 106 －

第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

診療収入

診療収入

繰入金

繰入金

諸収入

雑入

繰越金

繰越金

歳               入               合               計
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第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

診療収入

診療収入

繰入金

繰入金

諸収入

雑入

繰越金

繰越金

歳               入               合               計

（歳　　出） (単位　千円)

款 項 金                   額

総務費

総務費

医業費

歳               出               合               計
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歳入歳出予算事項別明細書

１  総　括
（歳　入） (単位　千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

診療収入 △1,680

繰入金

諸収入

繰越金 △10

      歳          入          合          計 △1,190
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歳入歳出予算事項別明細書

１  総　括
（歳　入） (単位　千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

診療収入 △1,680

繰入金

諸収入

繰越金 △10

      歳          入          合          計 △1,190

（歳　出） (単位　千円)

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費 △1,190

歳     出     合     計 △1,190

一 般 財 源
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２　　歳　入

 01 款　診療収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
診療収入 △1,680

診療収入 △1,680 第一診療所 01国保分診療収入                                 300
診療収入 02他保分診療収入                                  60

03後期高齢者分診療収入                         1,440
04一部負担金                                     300

川島診療所 01国保分診療収入                                  36
診療収入 02他保分診療収入                                 120

03後期高齢者分診療収入                           960
04一部負担金                                     120

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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２　　歳　入

 01 款　診療収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
診療収入 △1,680

診療収入 △1,680 第一診療所 01国保分診療収入                                 300
診療収入 02他保分診療収入                                  60

03後期高齢者分診療収入                         1,440
04一部負担金                                     300

川島診療所 01国保分診療収入                                  36
診療収入 02他保分診療収入                                 120

03後期高齢者分診療収入                           960
04一部負担金                                     120

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較

 03 款　繰入金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
繰入金

他会計繰入 他会計繰入 01他会計繰入金                                 1,800
金 金

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 04 款　諸収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
雑入

雑入 雑入 01雑入                                             4

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 05 款　繰越金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
繰越金 △10

繰越金 △10 繰越金 01繰越金                                         100

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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３　　歳　出

 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

総務費 △603

施設管理費 △603

第一診療所 △71
施設管理費

報酬 05会計年度任用職員報酬               270

旅費 　費用弁償                                        15

需用費 01消耗品費                            15
02燃料費                              19
04印刷製本費                           2
05光熱水費                            87
06修繕料                              20

役務費 01通信運搬費                          36
　電話料                                            
06保険料                             100
　建物共済保険料                                  38
　医師賠償責任保険料                              62

委託料 　出張診療委託料                               1,324

使用料及び 　診療所借地料                                   170
賃借料 　清掃用具リース料                                 9
負担金、補 01負担金                             135
助及び交付 　国保連他負担金                                    
金

川島診療所 △532
施設管理費

報酬 05会計年度任用職員報酬               373

旅費 　費用弁償                                        21

需用費 01消耗品費                            15
02燃料費                              11

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

04印刷製本費                           2
05光熱水費                            75
06修繕料                              20

役務費 01通信運搬費                          35
　電話料                                            
06保険料                              96
　建物共済保険料                                  36
　医師賠償責任保険料                              60

委託料 　出張診療委託料                                 964

使用料及び 　診療所借地料                                    56
賃借料 　清掃用具リース料                                 8
負担金、補 01負担金                             135
助及び交付 　国保連他負担金                                    
金

医業費 △587

医業費 △587

第一診療所 △105
医業費

需用費 09医薬材料費                         617

委託料 　臨床検査委託料                                   5

川島診療所 △482
医業費

需用費 09医薬材料費                         600

委託料 　臨床検査委託料                                   5

比　　較項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

３　　歳　出

 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

総務費 △603

施設管理費 △603

第一診療所 △71
施設管理費

報酬 05会計年度任用職員報酬               270

旅費 　費用弁償                                        15

需用費 01消耗品費                            15
02燃料費                              19
04印刷製本費                           2
05光熱水費                            87
06修繕料                              20

役務費 01通信運搬費                          36
　電話料                                            
06保険料                             100
　建物共済保険料                                  38
　医師賠償責任保険料                              62

委託料 　出張診療委託料                               1,324

使用料及び 　診療所借地料                                   170
賃借料 　清掃用具リース料                                 9
負担金、補 01負担金                             135
助及び交付 　国保連他負担金                                    
金

川島診療所 △532
施設管理費

報酬 05会計年度任用職員報酬               373

旅費 　費用弁償                                        21

需用費 01消耗品費                            15
02燃料費                              11

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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議案第６号 

令和２年度辰野町後期高齢者医療特別会計予算 
 

令和２年度辰野町後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３１１，９２５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

 

 

令和２年 ３月 ２日 提出 

                                                            辰 野 町 長 武 居 保 男 

 

令和２年 ３月    日   決 

辰野町議会議長 岩 田 清 
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第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

手数料

繰入金

一般会計繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

償還金及び還付金

延滞金加算金及び過料

歳               入               合               計
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（歳　　出） (単位　千円)

款 項 金                   額

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

予備費

予備費

歳               出               合               計

第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

手数料

繰入金

一般会計繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

償還金及び還付金

延滞金加算金及び過料

歳               入               合               計
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歳入歳出予算事項別明細書

１  総　括
（歳　入） (単位　千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

繰入金

繰越金 △500

諸収入

      歳          入          合          計



－ 121 －

（歳　出） (単位　千円)

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

後期高齢者医療広域連合納付金

予備費 △505

歳     出     合     計

一 般 財 源

歳入歳出予算事項別明細書

１  総　括
（歳　入） (単位　千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

繰入金

繰越金 △500

諸収入

      歳          入          合          計
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２　　歳　入

 01 款　後期高齢者医療保険料 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
後期高齢者
医療保険料
特別徴収保 現年度分 01現年度分                                   184,332
険料 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        
普通徴収保 現年度分 01現年度分                                    61,444
険料 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        

滞納繰越分 01滞納繰越分                                     200
　（5402）　後期高齢者医療徴収費        

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 02 款　使用料及び手数料 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
手数料

督促手数料 督促手数料 01督促手数料                                      10

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

２　　歳　入

 01 款　後期高齢者医療保険料 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
後期高齢者
医療保険料
特別徴収保 現年度分 01現年度分                                   184,332
険料 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        
普通徴収保 現年度分 01現年度分                                    61,444
険料 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        

滞納繰越分 01滞納繰越分                                     200
　（5402）　後期高齢者医療徴収費        

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 03 款　繰入金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
一般会計繰
入金
事務費繰入 △64 事務費繰入 01事務費繰入金                                 8,274
金 金 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        
保険基盤安 保険基盤安 01保険基盤安定繰入金                          56,955
定繰入金 定繰入金 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 04 款　繰越金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
繰越金 △500

その他繰越 △500 その他繰越 01前年度繰越金                                   500
金 金

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

 03 款　繰入金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
一般会計繰
入金
事務費繰入 △64 事務費繰入 01事務費繰入金                                 8,274
金 金 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        
保険基盤安 保険基盤安 01保険基盤安定繰入金                          56,955
定繰入金 定繰入金 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 05 款　諸収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
償還金及び
還付金
保険料還付 保険料還付 01保険料還付金                                   200
金 金 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        
延滞金加算
金及び過料
延滞金 延滞金 01延滞金                                          10

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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３　　歳　出

 02 款　　後期高齢者医療広域連合納付金 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

後期高齢者
医療広域連
合納付金
後期高齢者
医療広域連
合納付金

後期高齢者
医療徴収費

需用費 01消耗品費                            25
04印刷製本費                           5

使用料及び 　町民会館使用料                                   8
賃借料 　複写機使用料                                    37
負担金、補 01負担金                         311,215
助及び交付 　保険料納付金                               245,776
金 　軽減分納付金                                56,955

　事務費負担金                                 8,274
　保険料過年度分                                 210

償還金、利 　保険料還付金                                      
子及び割引
料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 05 款　諸収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
償還金及び
還付金
保険料還付 保険料還付 01保険料還付金                                   200
金 金 　（5402）　後期高齢者医療徴収費        
延滞金加算
金及び過料
延滞金 延滞金 01延滞金                                          10

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 03 款　　予備費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

予備費 △505

予備費 △505

予備費 △505

予備費

比　　較項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 03 款　　予備費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

予備費 △505

予備費 △505

予備費 △505

予備費

比　　較項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

（１）

（２） 　入　　院

　外　　来
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　                                                

（３）一 日 平 均 患 者 数 　入　　院 　 ８５人
　外　　来 ２５０人

（４）主要な建設改良事業

医療機器整備事業 ４０，５００千円

　

病院事業収益

第１項　             　  　　　　   　医  業  収  益

第２項　　       　           　  　　    医 業 外 収 益

第４項　　       　           　  　　訪問看護事業収益

病院事業費用

　 第１項　             　  　　　　   　医  業  費　用

第２項　               　     　　 　　　医 業 外 費 用

第３項　　       　           　  　　訪問看護事業費用

　  ６６，７５０人

　

 （ 業  務  の  予  定  量 ）

          第  ２  条　業務の予定量は、次のとおりとする。

病　　　床　　　数

  議  案  第  ７  号

 （ 総 　則 ）

          第  １  条　令和２年度 町立辰野病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

１００床

年　間　患　者　数   　３１，０００人

令和２年度 町立辰野病院事業会計予算

 （ 収  益  的  収  入  及  び  支  出 ）

          第  ３  条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 収 　  入

　　　第 １ 款　　 ２，１２９，８５２千円

１，６９８，７６６千円

４００，６６４千円

支　   出

　　　第 １ 款　　 ２，２４１，５３９千円

２，１４９，０３２千円

３０，４２２千円

４２，９６７千円

４９，５４０千円
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（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

資本的収入

 第１項　             　  　　　　   　企 　業 　債

　 第２項　　       　           　  　　    他会計負担金

 第３項　　       　           　  　　    他会計繰入金

 第４項　             　  　　　　   　補　 助 　金

 第５項　　       　           　  　　    出 　資 　金

 資本的支出

 第１項　             　  　　　　   　建設改良費

 第２項　　       　           　  　　    企業債償還金

（企　業　債）

          第　５ 　条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　

限度額 起債の方法

千円 政府資金については、その融資条件により、

　医療機器 ２０，０００ 証書借入 銀行その他の場合にはその債権者と協定する

　整備事業 又は ものによる。ただし、町財政の都合により

証券発行 据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還

もしくは低利に借換えすることができる。

資金について、利率の見直しを行った後

においては、当該見直し後の利率）

          第  ４  条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１７０，５５７千円は 

　　　　　　　　　　　損益勘定留保資金で補填するものとする。）。                

 収 　  入

　　　第 １ 款　　 ４０，５００千円

２０，０００千円

０千円

０千円

５００千円

２０，０００千円

支　   出

　　　第 １ 款　　 ２１１，０５７千円

６０，３８２千円

１５０，６７５千円

償還の方法起債の目的 利　率

　４．０％以内

（ただし、利率見直し方式で借入れる
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（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

資本的収入

 第１項　             　  　　　　   　企 　業 　債

　 第２項　　       　           　  　　    他会計負担金

 第３項　　       　           　  　　    他会計繰入金

 第４項　             　  　　　　   　補　 助 　金

 第５項　　       　           　  　　    出 　資 　金

 資本的支出

 第１項　             　  　　　　   　建設改良費

 第２項　　       　           　  　　    企業債償還金

（企　業　債）

          第　５ 　条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　

限度額 起債の方法

千円 政府資金については、その融資条件により、

　医療機器 ２０，０００ 証書借入 銀行その他の場合にはその債権者と協定する

　整備事業 又は ものによる。ただし、町財政の都合により

証券発行 据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還

もしくは低利に借換えすることができる。

資金について、利率の見直しを行った後

においては、当該見直し後の利率）

          第  ４  条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１７０，５５７千円は 

　　　　　　　　　　　損益勘定留保資金で補填するものとする。）。                

 収 　  入

　　　第 １ 款　　 ４０，５００千円

２０，０００千円

０千円

０千円

５００千円

２０，０００千円

支　   出

　　　第 １ 款　　 ２１１，０５７千円

６０，３８２千円

１５０，６７５千円

償還の方法起債の目的 利　率

　４．０％以内

（ただし、利率見直し方式で借入れる

（ 予定支出の各項の経費の金額の流用 ）

（１）医業費用、医業外費用及び訪問看護事業費用との間

（ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

           　　　　　 　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　 （１） 職員給与費　

　 （２） 交　際　費

種　類 数　量

1 取得する資産 医療機器 ３式

　  辰　野　町　長 　武　居　保　男

 

 辰野町議会議長 　岩　田　　　清

 

（ 重要な資産の取得 ）

          第  １０  条  重要な資産の取得は、次のとおりとする。

　        第  ７　条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（ たな卸資産購入限度額 ）

          第  ９  条  たな卸資産の購入限度額は、４００，０００千円と定める。

（ 一  時  借  入  金 ）

   　　   第　６　条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。　

　        第  ８　条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　　　　　令和２年 ３月　２日　提　出

　　　　　令和２年 ３月 　 日　　　決

セントラルモニター及び送信機

１，２０８，２７９千円

１００千円

名　称
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令和 2年度  町立辰野病院事業会計　予算実施計画

収益的収入および支出

（収　入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 病院事業収益 2,129,852

1 医業収益 1,698,766

1 入院収益 876,000

2 外来収益 667,500

3 その他医業収益 72,020

4 他会計負担金 83,246

2 医業外収益 400,664

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計補助金 102,188

4 他会計負担金 179,783

5 長期前受金戻入 31,013

6 資本費繰入収益 81,783

7 その他医業外収益 5,896

4 訪問看護事業収益 30,422

1 訪問看護事業収益 30,422



－ 133 －

令和 2年度  町立辰野病院事業会計　予算実施計画

収益的収入および支出

（収　入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 病院事業収益 2,129,852

1 医業収益 1,698,766

1 入院収益 876,000

2 外来収益 667,500

3 その他医業収益 72,020

4 他会計負担金 83,246

2 医業外収益 400,664

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計補助金 102,188

4 他会計負担金 179,783

5 長期前受金戻入 31,013

6 資本費繰入収益 81,783

7 その他医業外収益 5,896

4 訪問看護事業収益 30,422

1 訪問看護事業収益 30,422

（支　出） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 病院事業費用 2,241,539

1 医業費用 2,149,032

1 給与費 1,161,179

2 材料費 231,000

3 経費 576,150

4 減価償却費 174,279

5 資産減耗費 1,544

6 研究研修費 4,880

2 医業外費用 42,967

1 支払利息及び企業債取扱諸費 1,030

2 長期前払消費税勘定償却 5,137

3 消費税及び地方消費税 4,300

4 雑支出 32,500

3 訪問看護事業費用 49,540

1 給与費 47,100

2 経費 2,440
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資本的収入および支出

（収　入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 資本的収入 40,500

1 企業債 20,000

1 企業債 20,000

5 補助金 500

1 国県補助金 500

6 出資金 20,000

1 他会計出資金 20,000
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資本的収入および支出

（収　入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 資本的収入 40,500

1 企業債 20,000

1 企業債 20,000

5 補助金 500

1 国県補助金 500

6 出資金 20,000

1 他会計出資金 20,000

（支　出） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 資本的支出 211,057

1 建設改良費 60,382

1 有形固定資産購入費 44,250

2 リース債務支払額 16,132

2 企業債償還金 150,675

1 企業債償還金 150,675
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（収　入） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　分 金　額

1 病院事業収益 2,129,852 2,126,110 3,742
1  医業収益 1,698,766 1,710,207 △ 11,441

1 入院収益 876,000 869,250 6,750
1 入院収益 876,000 入院収益 876,000

  一日平均患者数　　　　85人
  　　年間患者数　　31,000人
  一人一日当り収入　28,260円

2 外来収益 667,500 684,600 △ 17,100
1 外来収益 667,500 外来収益 667,500

  一日平均患者数　　　 250人
  　　年間患者数　　66,750人
  一人一日当り収入  10,000円

3 その他医業収益 72,020 76,353 △ 4,333
1 室料差額収益 20,000 室料差額収益 20,000
2 公衆衛生活動収益 39,400 公衆衛生活動収益 39,400

  各種検診、各種予防接種　等
3 医療相談収益 1,890 医療相談収益 1,890
4 その他医業収益 8,710 文書料 5,300

貸布団料 30
自動車使用料 10
その他 3,370

5 居宅介護サービス費収益 2,020 訪問リハビリテーション費収益 2,020
4 他会計負担金 83,246 80,004 3,242

1 他会計負担金 83,246 他会計負担金 83,246
  救急医療確保等に要する繰入金
  保健衛生行政事務に要する経費

2  医業外収益 400,664 415,903 △ 15,239
1 1 1 0

1 預金利息 1 預金利息 1

令和 2年度  町立辰野病院事業会計　予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

受取利息及び配
当金

款・項 目 比　較 説　　　明
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（収　入） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　分 金　額

1 病院事業収益 2,129,852 2,126,110 3,742
1  医業収益 1,698,766 1,710,207 △ 11,441

1 入院収益 876,000 869,250 6,750
1 入院収益 876,000 入院収益 876,000

  一日平均患者数　　　　85人
  　　年間患者数　　31,000人
  一人一日当り収入　28,260円

2 外来収益 667,500 684,600 △ 17,100
1 外来収益 667,500 外来収益 667,500

  一日平均患者数　　　 250人
  　　年間患者数　　66,750人
  一人一日当り収入  10,000円

3 その他医業収益 72,020 76,353 △ 4,333
1 室料差額収益 20,000 室料差額収益 20,000
2 公衆衛生活動収益 39,400 公衆衛生活動収益 39,400

  各種検診、各種予防接種　等
3 医療相談収益 1,890 医療相談収益 1,890
4 その他医業収益 8,710 文書料 5,300

貸布団料 30
自動車使用料 10
その他 3,370

5 居宅介護サービス費収益 2,020 訪問リハビリテーション費収益 2,020
4 他会計負担金 83,246 80,004 3,242

1 他会計負担金 83,246 他会計負担金 83,246
  救急医療確保等に要する繰入金
  保健衛生行政事務に要する経費

2  医業外収益 400,664 415,903 △ 15,239
1 1 1 0

1 預金利息 1 預金利息 1

令和 2年度  町立辰野病院事業会計　予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

受取利息及び配
当金

款・項 目 比　較 説　　　明

（収　入） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　　分 金　額

他会計補助金 △ 16,144
他会計補助金 他会計補助金

  医師研究研修費及び
　共済追加費用等に要する繰入金

他会計負担金
他会計負担金 他会計負担金

  企業債利子及び
　不採算地区病院等負担金

長期前受金戻入 △ 1,169
長期前受金戻入 長期前受金戻入

資本費繰入収益 △ 6,219
資本費繰入収益 資本費繰入収益

　企業債元金償還に対する繰入金
△ 828

不用品売却収益 不用品売却収益
その他医業外収益 庫入益

売店使用料
電話使用料
その他

療養費収益 療養費収益
  訪問看護療養費

款・項 目 比　較 説　　　明

 訪問看護事業収
益 訪問看護事業収

益

その他医業外収
益
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（支　出） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　　分 金　額

病院事業費用 △ 6,718
 医業費用 △ 58,628

給与費 △ 20,050
給料 医師給

  　６人
看護師給
  　７２人
准看護師給
  　７人
医療技術員給
  　３７人
事務員給
  　１２人
労務員給
  　１０人

手当 医師手当
看護師手当
准看護師手当
医療技術員手当
事務員手当
労務員手当
会計年度任用職員手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額
報酬 病院運営委員報酬

会計年度任用職員給与
法定福利費 法定福利費

  市町村職員共済組合負担金及び
　社会保険料　ほか

法定福利費引当金繰入額 法定福利費引当金繰入額
旅費交通費 旅費交通費

  旅費交通費（費用弁償）
材料費 △ 44,200

薬品費 投薬用薬品費
注射用薬品費
その他薬品費

診療材料費 透析用診療材料費
その他診療材料費

給食材料費 給食材料費
医療消耗備品費 医療消耗備品費

款・項 目 比　較 説　　　明
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（支　出） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　　分 金　額

経費
運営委員会費 運営委員会費
厚生福利費 厚生福利費
旅費交通費 旅費交通費
職員被服費 職員被服費
消耗品費 雑誌新聞等消耗品費

事務用消耗品費
電気製品等消耗品費
その他消耗品費

消耗備品費 調度類
電気製品
その他

光熱水費 電気使用料
上下水道使用料

燃料費 灯油代
公用車燃料費他

食糧費 食糧費
印刷製本費 診療関係

医事関係
庶務関係

修繕費 建物修繕費
設備関係修繕費
器械器具関係修繕費
その他修繕費

保険料 保険料
賃借料 標準寝具及び白衣類

機器類賃借料
在宅用機器
その他賃借料

通信運搬費 通信運搬費
委託料 医師等代務委託料

  外来･日当直医師等代務委託料
検査外部委託料
  検査外部委託料
業務委託料
  医事･清掃･給食等業務委託料
機器設備保守点検他委託料
  機器設備保守点検他委託料
その他委託料
  その他委託料

款・項 目 比　較 説　　　明



－ 140 －

（支　出） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　　分 金　額

諸会費 退職手当組合負担金
看護師養成費負担金
医師会等加盟団体年会費他
技術職員学会年会費負担金
医師・看護師確保負担金
その他研修費等負担金

交際費 交際費
貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額

  不納欠損分
雑費 雑費

  諸広告代及び各種手数料　等
減価償却費 △ 24,698

有形固定資産減価償却費 建物減価償却費
建物付属設備減価償却費
構築物減価償却費
器械備品減価償却費
医療備品減価償却費
車両減価償却費
リース資産減価償却費

資産減耗費
棚卸資産減耗費 投薬用薬品減耗費

  破損・期限切れ薬品等処分
注射用薬品減耗費
  破損・期限切れ薬品等処分

固定資産除却費 建物除却費
器械備品除却費
医療備品除却費

研究研修費 △ 1,290
謝金 謝金

  研修会等講師謝金
図書費 医師図書費

看護師図書費
技師事務労務図書費

旅費 医師旅費
看護部門旅費
技師事務労務部門旅費

研究雑費 医師研究雑費
看護部門研究雑費
技師事務労務部門研究雑費

説　　　明款・項 目 比　較
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（支　出） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　　分 金　額

 医業外費用
△ 930

企業債利息 企業債利息
リース債務利息 リース債務利息
一時借入金利息 一時借入金利息

長期前払消費税勘定償却 長期前払消費税勘定償却

消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税
雑支出

その他雑支出 医業収益雑支出
医業外収益雑支出
４条非課税売上消費税
  消費税雑支出

給与費
給料 看護師給

  　６人
手当 看護師手当
報酬 報酬

  会計年度任用職員給与　２人
法定福利費 法定福利費

  市町村職員共済組合負担金及び
　社会保険料　ほか

法定福利費引当金繰入額 法定福利費引当金繰入額
旅費交通費 旅費交通費

  旅費交通費（費用弁償）
経費

厚生福利費 厚生福利費
旅費交通費 旅費交通費
消耗品費 消耗品費
消耗備品費 消耗備品費
燃料費 燃料費
修繕費 修繕費
保険料 保険料
賃借料 賃借料
通信運搬費 通信運搬費
委託料 委託料
雑費 雑費

支払利息及び企
業債取扱諸費

長期前払消費税
勘定償却
消費税及び地方
消費税

比　較 説　　　明

 訪問看護事業費
用

款・項 目
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（収　入） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　　分 金　額

1 資本的収入 40,500 10,000 30,500
1  企業債 20,000 0 20,000

1 企業債 20,000 0 20,000
1 20,000 建設改良等企業債 20,000

  病院医療機器整備事業
5  補助金 500 0 500

1 国県補助金 500 0 500
2 県補助金 500 県補助金 500

  地域医療介護総合確保基金事業
　（医療分野）

6  出資金 20,000 10,000 10,000
1 他会計出資金 20,000 10,000 10,000

1 他会計出資金 20,000 一般会計出資金 20,000
  医療機器整備等負担金

資本的収入及び支出

款・項 目 比　較 説　　　明

建設改良費等の財源に充
てるための企業債
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（収　入） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　　分 金　額

1 資本的収入 40,500 10,000 30,500
1  企業債 20,000 0 20,000

1 企業債 20,000 0 20,000
1 20,000 建設改良等企業債 20,000

  病院医療機器整備事業
5  補助金 500 0 500

1 国県補助金 500 0 500
2 県補助金 500 県補助金 500

  地域医療介護総合確保基金事業
　（医療分野）

6  出資金 20,000 10,000 10,000
1 他会計出資金 20,000 10,000 10,000

1 他会計出資金 20,000 一般会計出資金 20,000
  医療機器整備等負担金

資本的収入及び支出

款・項 目 比　較 説　　　明

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

（支　出） （単位：千円）
本　年　度 前　年　度 節
予　算　額 予　算　額 区　　分 金　額

1 資本的支出 211,057 212,610 △ 1,553
1  建設改良費 60,382 42,484 17,898

1 44,250 24,900 19,350
1 医療備品 40,500 医療備品 40,500

  セントラルモニター及び送信機
ほか

2 器械備品 1,500 器械備品 1,500
3 車両 2,250 車両 2,250

  訪問看護　車両購入費
2 16,132 17,584 △ 1,452

9 リース債務支払額 16,132 リース債務支払額 16,132
2  企業債償還金 150,675 170,126 △ 19,451

1 企業債償還金 150,675 170,126 △ 19,451
10 建設改良等の財源に充て

るための企業債償還金
150,675 建設改良等企業債償還金 150,675

リース債務支払
額

款・項 目 比　較 説　　　明

有形固定資産購
入費
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（単位　千円）
業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 △ 4,370
減価償却費(含前払消費税償却） 179,416
長期前受金戻入額 △ 31,013
受取利息 △ 1
支払利息及び企業債取扱い諸費 1,030
固定資産除却損 1,044
特別損失（固定資産売却損） 0
未収金の減少額 15,035
未払金の増加額 1
たな卸資産の増加額 △ 2,000
引当金の増加額 1,438
その他流動資産の増加額 0
その他流動負債の減少額 0
小計 160,580
受取利息 1
支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 1,030
業務活動によるキャッシュ・フロー 159,551

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 59,882
建設改良補助金 500
建設改良一般会計繰入金 20,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 39,382

財務活動によるキャッシュ・フロー
　 建設改良費の財源に充てるための

企業債による収入 20,000
同企業債の償還による支出 △ 150,675
出資金による収入 0
一時借入金による収入 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 130,675

資金増加額（又は減少額） △ 10,506
資金期首残高 33,060
資金期末残高 22,554

令和2年度町立辰野病院事業キャシュ・フロ－計算書
　（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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（単位　千円）
業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 △ 4,370
減価償却費(含前払消費税償却） 179,416
長期前受金戻入額 △ 31,013
受取利息 △ 1
支払利息及び企業債取扱い諸費 1,030
固定資産除却損 1,044
特別損失（固定資産売却損） 0
未収金の減少額 15,035
未払金の増加額 1
たな卸資産の増加額 △ 2,000
引当金の増加額 1,438
その他流動資産の増加額 0
その他流動負債の減少額 0
小計 160,580
受取利息 1
支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 1,030
業務活動によるキャッシュ・フロー 159,551

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 59,882
建設改良補助金 500
建設改良一般会計繰入金 20,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 39,382

財務活動によるキャッシュ・フロー
　 建設改良費の財源に充てるための

企業債による収入 20,000
同企業債の償還による支出 △ 150,675
出資金による収入 0
一時借入金による収入 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 130,675

資金増加額（又は減少額） △ 10,506
資金期首残高 33,060
資金期末残高 22,554

令和2年度町立辰野病院事業キャシュ・フロ－計算書
　（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

１
(1) 有形固定資産

イ 土　　地                                                 284,000,000
ロ 建　　物            　　　  1,697,810,238

 　減価償却累計額  △ 364,329,928 1,333,480,310
ハ 建物付属設備            1,233,585,804

 　減価償却累計額 △ 489,064,276 744,521,528
ニ 構 築 物            　　　  12,110,000

 　減価償却累計額 △ 8,463,456 3,646,544
ホ 器械備品         　　　  　 140,010,265

 　減価償却累計額 △ 104,410,419 35,599,846
ヘ 医療備品           　　　 1,218,857,550

 　減価償却累計額 △ 1,046,460,188 172,397,362
ト 車     両 6,468,686

 　減価償却累計額 △ 4,044,851 2,423,835
チ リース資産 80,660,000

　減価償却累計額 △ 42,054,794 38,605,206
リ 建設仮勘定 0

　  2,614,674,631
(2) 投資その他の資産

イ 長期前払消費税 59,228,975
投資その他の資産合計 59,228,975
固 定 資 産 合 計                                                                       　　　　　　　　　2,673,903,606

２ 流 動 資 産
(1) 現金預金 22,553,893
(2) 未 収 金 200,000,000

貸倒引当金 △ 2,000,000 198,000,000
(3) 貯 蔵 品　                                                                            ３３,０００,０００ 18,000,000
(4) 仮 払 金 400,000

流 動 資 産 合 計                                                                                          238,953,893
資  産  合  計 2,912,857,499

 令和２年度 町立辰野病院事業予定貸借対照表

                                                            資 　 　産　  　の 　   部                                      （ 単 位　円 ）　

固 定 資 産

有形固定資産合計

（ 令 和 ３ 年 ３ 月 ３１ 日 ）　
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３ 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ 　建設改良費等の財源
に充てるための企業債 1,428,594,333

企業債合計 1,428,594,333

(2) リース債務 28,000,000

固定負債合計 1,456,594,333

４ 流 動 負 債

(1) 一時借入金 100,000,000

(2) 企 業 債

イ 　建設改良費等の財源

に充てるための企業債 100,521,057

企業債合計 100,521,057

(3) リース債務 16,500,000

(4) 未 払 金 97,556,000

(5) 引 当 金

イ 賞与引当金 64,243,000

ロ 法定福利費引当金 12,152,000

引当金合計 76,395,000

(6) 仮　受　金 0

流 動 負 債 合 計 390,972,057

５ 繰 延 収 益

(1) 長期前受金 774,823,699

(2) 収益化累計額 △ 237,910,589

繰延収益合計 536,913,110

負　債　合　計 2,384,479,500

６ 資 本 金 567,877,999

７ 剰 余 金

(1)

イ 500,000

資本剰余金合計 500,000

(2) 利益剰余金

イ △ 40,000,000

△ 40,000,000

△ 39,500,000

528,377,999

2,912,857,499

 資　　　本　　　の　　　部

負　　　債　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

資本剰余金

国庫補助金           　                            

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資  本  合  計
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３ 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ 　建設改良費等の財源
に充てるための企業債 1,428,594,333

企業債合計 1,428,594,333

(2) リース債務 28,000,000

固定負債合計 1,456,594,333

４ 流 動 負 債

(1) 一時借入金 100,000,000

(2) 企 業 債

イ 　建設改良費等の財源

に充てるための企業債 100,521,057

企業債合計 100,521,057

(3) リース債務 16,500,000

(4) 未 払 金 97,556,000

(5) 引 当 金

イ 賞与引当金 64,243,000

ロ 法定福利費引当金 12,152,000

引当金合計 76,395,000

(6) 仮　受　金 0

流 動 負 債 合 計 390,972,057

５ 繰 延 収 益

(1) 長期前受金 774,823,699

(2) 収益化累計額 △ 237,910,589

繰延収益合計 536,913,110

負　債　合　計 2,384,479,500

６ 資 本 金 567,877,999

７ 剰 余 金

(1)

イ 500,000

資本剰余金合計 500,000

(2) 利益剰余金

イ △ 40,000,000

△ 40,000,000

△ 39,500,000

528,377,999

2,912,857,499

 資　　　本　　　の　　　部

負　　　債　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

資本剰余金

国庫補助金           　                            

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資  本  合  計

（単位　　円）

１

(1) 入院収益 868,800,000

(2) 外来収益 666,100,000

(3) その他医業収益 75,765,000

(4) 他会計負担金 80,004,000 1,690,669,000

2

(1) 給 与 費 1,173,531,000

(2) 材 料 費 233,624,000

(3) 経    費 448,889,000

(4) 198,948,000

(5) 資産減耗費 300,000

(6) 研究研修費 4,573,000 2,059,865,000

369,196,000

3 医業外収益

(1) 受取利息及び配当金                   　　 1,000

(2) 他会計補助金 118,332,000

(3) 170,662,000

(4) 長期前受金戻入 32,172,000

(5) 資本費繰入収益 88,002,000

(6) その他医業外収益 6,210,000 415,379,000 　　　　

4 医業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費         2,008,000

(2) 長期前払消費税勘定償却 5,137,000

(3) 雑 支 出 43,200,000 50,345,000 365,034,000

4,162,000

5 特別利益

(1) 固定資産売却益 0 0

6 特別損失

(1) 固定資産売却損 0 0 0

　当年度純損失 4,162,000

　前年度繰越利益剰余金 -40,310,439

　当年度未処理欠損金 44,472,439

                                                                                                                              

経常損失

医業損失

他会計負担金

令和元年度 町立辰野病院事業予定損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

医業収益

医業費用

減価償却費
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１
(1) 有形固定資産

イ 土　　地                                                 284,000,000
ロ 建　　物            　　　  1,697,810,238

 　減価償却累計額  △ 325,263,031 1,372,547,207
ハ 建物付属設備            1,233,585,804

 　減価償却累計額 △ 427,719,629 805,866,175
ニ 構 築 物            　　　  12,110,000

 　減価償却累計額 △ 7,405,524 4,704,476
ホ 器械備品         　　　  　 138,510,265

 　減価償却累計額 △ 99,016,805 39,493,460
ヘ 医療備品           　　　 1,178,357,550

 　減価償却累計額 △ 993,564,864 184,792,686
ト 車     両 4,218,686

 　減価償却累計額 △ 4,044,851 173,835
チ リース資産 80,660,000

　減価償却累計額 △ 27,536,794 53,123,206
リ 建設仮勘定 0

　  2,744,701,045
(2) 投資その他の資産

イ 長期前払消費税 64,365,700
投資その他の資産合計 64,365,700
固 定 資 産 合 計                                                                       　　　　　　　　　2,809,066,745

２ 流 動 資 産
(1) 現金預金 33,059,532
(2) 未 収 金 231,792,777

貸倒引当金 △ 2,000,000 229,792,777
(3) 貯 蔵 品　                                                                            ３３,０００,０００ 20,000,000
(4) 仮 払 金 400,000

流 動 資 産 合 計                                                                                          283,252,309
資  産  合  計 3,092,319,054

 令和元年度 町立辰野病院事業予定貸借対照表

                                                            資 　 　産　  　の 　   部                                      （ 単 位　円 ）　

固 定 資 産

有形固定資産合計

（ 令 和 ２ 年 ３ 月 ３１ 日 ）　
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１
(1) 有形固定資産

イ 土　　地                                                 284,000,000
ロ 建　　物            　　　  1,697,810,238

 　減価償却累計額  △ 325,263,031 1,372,547,207
ハ 建物付属設備            1,233,585,804

 　減価償却累計額 △ 427,719,629 805,866,175
ニ 構 築 物            　　　  12,110,000

 　減価償却累計額 △ 7,405,524 4,704,476
ホ 器械備品         　　　  　 138,510,265

 　減価償却累計額 △ 99,016,805 39,493,460
ヘ 医療備品           　　　 1,178,357,550

 　減価償却累計額 △ 993,564,864 184,792,686
ト 車     両 4,218,686

 　減価償却累計額 △ 4,044,851 173,835
チ リース資産 80,660,000

　減価償却累計額 △ 27,536,794 53,123,206
リ 建設仮勘定 0

　  2,744,701,045
(2) 投資その他の資産

イ 長期前払消費税 64,365,700
投資その他の資産合計 64,365,700
固 定 資 産 合 計                                                                       　　　　　　　　　2,809,066,745

２ 流 動 資 産
(1) 現金預金 33,059,532
(2) 未 収 金 231,792,777

貸倒引当金 △ 2,000,000 229,792,777
(3) 貯 蔵 品　                                                                            ３３,０００,０００ 20,000,000
(4) 仮 払 金 400,000

流 動 資 産 合 計                                                                                          283,252,309
資  産  合  計 3,092,319,054

 令和元年度 町立辰野病院事業予定貸借対照表

                                                            資 　 　産　  　の 　   部                                      （ 単 位　円 ）　

固 定 資 産

有形固定資産合計

（ 令 和 ２ 年 ３ 月 ３１ 日 ）　

３ 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ 　建設改良費等の財源
に充てるための企業債 1,529,115,390

企業債合計 1,529,115,390

(2) リース債務 43,209,988

固定負債合計 1,572,325,378

４ 流 動 負 債

(1) 一時借入金 100,000,000

(2) 企 業 債

イ 　建設改良費等の財源

に充てるための企業債 150,674,492

企業債合計 150,674,492

(3) リース債務 16,131,994

(4) 未 払 金 97,555,421

(5) 引 当 金

イ 賞与引当金 63,108,000

ロ 法定福利費引当金 11,849,000

引当金合計 74,957,000

(6) 仮　受　金 0

流 動 負 債 合 計 439,318,907

５ 繰 延 収 益

(1) 長期前受金 774,823,699

(2) 収益化累計額 △ 206,896,490

繰延収益合計 567,927,209

負　債　合　計 2,579,571,494

６ 資 本 金 547,877,999

７ 剰 余 金

(1)

イ 5,180,000

資本剰余金合計 5,180,000

(2) 利益剰余金

イ △ 40,310,439

△ 40,310,439

△ 35,130,439

512,747,560

3,092,319,054

 資　　　本　　　の　　　部

負　　　債　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

資本剰余金

国庫補助金           　                            

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資  本  合  計
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                                     給　与　費　明　細　書

　１．総　　括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
 区  　分 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本 年 度 136,434 82,106 7,332 11,268 4,797 10,870 23,656 29,435
前 年 度 109,468 79,858 7,264 9,686 6,309 10,838 21,098 24,848
比    較 26,966 2,248 68 1,582 △ 1,512 32 2,558 4,587

管理職手当 研究手当 院長･副院長手当 児童手当 宿日直手当 夜間勤務手当 手当計

（千円）  （千円） （千円） （千円）  （千円） （千円） （千円）
2,515 24,379 868 6,340 9,250 5,149 354,399
3,510 31,228 864 6,290 8,633 4,602 324,496

△ 995 △ 6,849 4 50 617 547 29,903

　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
 区  　分 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本 年 度 110,623 82,106 7,332 11,268 4,797 10,870 23,656 29,435
前 年 度 109,468 79,858 7,264 9,686 6,309 10,838 21,098 24,848

比    較 1,155 2,248 68 1,582 △ 1,512 32 2,558 4,587

管理職手当 研究手当 院長･副院長手当 児童手当 宿日直手当 夜間勤務手当 手当計

（千円）  （千円） （千円） （千円）  （千円） （千円） （千円）
2,515 24,379 868 6,340 9,250 5,149 328,588
3,510 31,228 864 6,290 8,633 4,602 324,496

△ 995 △ 6,849 4 50 617 547 4,092

    給　　 　　  　　与　  　　　    費
法定福利費

本 年 度

前 年 度

比  較

  職　員　数

9 143 48

9 143 48

493,115 324,496

492,479 328,588 821,115 167,298 988,413

前 年 度

　　　　　　　　　　　　給　与　費　明　細　書

  職　員　数
法定福利費 合　計

区　　　　分

9 213 492,479 185,610354,399 1,019,639 1,205,249172,761

    給　　 　　  　　与　  　　　    費

817,659 184,607 1,002,266

493,115 324,496 817,659 185,105 1,002,764

比  較 0 7 0 △ 636 4,092

0 70 172,713 △ 636

3,456

29,903 201,980 1,003 202,983

△ 17,807 △ 14,351

手当の内訳

 区　  分

本 年 度

前 年 度

比　　較

手当の内訳

 区　  分

本 年 度

前 年 度

比　　較

合　計
区　　　　分

本 年 度 9 150 48
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                                     給　与　費　明　細　書

　１．総　　括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
 区  　分 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本 年 度 136,434 82,106 7,332 11,268 4,797 10,870 23,656 29,435
前 年 度 109,468 79,858 7,264 9,686 6,309 10,838 21,098 24,848
比    較 26,966 2,248 68 1,582 △ 1,512 32 2,558 4,587

管理職手当 研究手当 院長･副院長手当 児童手当 宿日直手当 夜間勤務手当 手当計

（千円）  （千円） （千円） （千円）  （千円） （千円） （千円）
2,515 24,379 868 6,340 9,250 5,149 354,399
3,510 31,228 864 6,290 8,633 4,602 324,496

△ 995 △ 6,849 4 50 617 547 29,903

　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
 区  　分 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本 年 度 110,623 82,106 7,332 11,268 4,797 10,870 23,656 29,435
前 年 度 109,468 79,858 7,264 9,686 6,309 10,838 21,098 24,848

比    較 1,155 2,248 68 1,582 △ 1,512 32 2,558 4,587

管理職手当 研究手当 院長･副院長手当 児童手当 宿日直手当 夜間勤務手当 手当計

（千円）  （千円） （千円） （千円）  （千円） （千円） （千円）
2,515 24,379 868 6,340 9,250 5,149 328,588
3,510 31,228 864 6,290 8,633 4,602 324,496

△ 995 △ 6,849 4 50 617 547 4,092

    給　　 　　  　　与　  　　　    費
法定福利費

本 年 度

前 年 度

比  較

  職　員　数

9 143 48

9 143 48

493,115 324,496

492,479 328,588 821,115 167,298 988,413

前 年 度

　　　　　　　　　　　　給　与　費　明　細　書

  職　員　数
法定福利費 合　計

区　　　　分

9 213 492,479 185,610354,399 1,019,639 1,205,249172,761

    給　　 　　  　　与　  　　　    費

817,659 184,607 1,002,266

493,115 324,496 817,659 185,105 1,002,764

比  較 0 7 0 △ 636 4,092

0 70 172,713 △ 636

3,456

29,903 201,980 1,003 202,983

△ 17,807 △ 14,351

手当の内訳

 区　  分

本 年 度

前 年 度

比　　較

手当の内訳

 区　  分

本 年 度

前 年 度

比　　較

合　計
区　　　　分

本 年 度 9 150 48

　イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末手当 手当計
 区  　分 （千円） （千円）
本 年 度 25,811 25,811
前 年 度 0 0

比    較 25,811 25,811

増減額（千円） 説　  明

人勧による 給料表の改定率  0.2％

△ 636 給与改定

定期昇給による 平均昇給率  1.7％ 　　

増  

職員の異動による 職員数の異動状況

増減 看護師10名、事務職員3名の増、

医師1名、医療技術員2名、労務員3名の減

人勧による 勤勉手当  0.05月引き上げ

4,092 給与改定

職員の異動による

増減

    給　　 　　  　　与　  　　　    費
法定福利費

198,524 18,312

198,524 18,312

216,836

手当の内訳

0 0 0

比  較 0 63 172,713 0 25,811

216,836

前 年 度 0 0 0 0 0

本 年 度 0 63 172,713 0 25,811

昇給に伴う増加分

 給　　料
983

   ２．給料及び手当の増減額の明細

 区　　分

  職　員　数
合　計

区　　　　分

給与改定に伴う増減分

制度改定に伴う増減分

その他の増減分

その他の増減分 △ 9,851

8,232

増 減 事 由 別 内 訳（千円） 備                      考

職員の採用・退職による時間外手当・特殊勤務手当等の増、
研究手当・住居手当・管理職手当の減

手　　当
910

3,182
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医　　　師 医療技術員 看　護　師 准看護師 事務職員 労務職員

(医療職(一)表） (医療職(二)表）

451,500 270,484 266,096 275,440 233,688 283,517

973,319 293,761 290,425 308,631 250,743 303,775

48 41 44 47 47 52

463,357 275,581 279,150 262,821 296,713 277,647

986,417 301,235 304,034 295,798 325,093 286,936

48 41 45 47 44 54

（単位　円）    

医　　　師 医療技術員 助　産　師 看　護　師 准看護師 事務職員 労務職員

(医療職(一)表） (医療職(二)表）  一般行政職  技能労務職

171,000 150,600 150,600 150,600 150,600

177,400 192,400 163,100 163,100 163,100 163,100

184,700 200,700

任命権者が定める 190,800 209,800 182,200 182,200 182,200 182,200

令和2年4月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

   ３．給料及び手当の状況

(1)　職員一人当りの給与 

区　　　　　　　分

(医療職(三)表） (行政職表）

大　学　卒

一般会計の制度

(医療職(三)表） (行政職表）

高　校　卒

短　大　卒

短 大 ３卒

平成31年4月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

　　　(2)　初 任 給　

 区   分
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医　　　師 医療技術員 看　護　師 准看護師 事務職員 労務職員

(医療職(一)表） (医療職(二)表）

451,500 270,484 266,096 275,440 233,688 283,517

973,319 293,761 290,425 308,631 250,743 303,775

48 41 44 47 47 52

463,357 275,581 279,150 262,821 296,713 277,647

986,417 301,235 304,034 295,798 325,093 286,936

48 41 45 47 44 54

（単位　円）    

医　　　師 医療技術員 助　産　師 看　護　師 准看護師 事務職員 労務職員

(医療職(一)表） (医療職(二)表）  一般行政職  技能労務職

171,000 150,600 150,600 150,600 150,600

177,400 192,400 163,100 163,100 163,100 163,100

184,700 200,700

任命権者が定める 190,800 209,800 182,200 182,200 182,200 182,200

令和2年4月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

   ３．給料及び手当の状況

(1)　職員一人当りの給与 

区　　　　　　　分

(医療職(三)表） (行政職表）

大　学　卒

一般会計の制度

(医療職(三)表） (行政職表）

高　校　卒

短　大　卒

短 大 ３卒

平成31年4月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

　　　(2)　初 任 給　

 区   分

職員数･人 構成比･% 職員数･人 構成比･% 職員数･人 構成比･% 職員数･人 構成比･% 職員数･人 構成比･% 職員数･人 構成比･%

１ 級 3 8.1 3 42.9 1 8.3 2 20.0

２ 級 1 16.7 11 29.7 40 51.3 1 14.2 3 25.0 1 10.0

令和2年4月1日 ３ 級 2 33.3 16 43.3 32 41.0 3 42.9 4 33.4 7 70.0

現在 ４ 級 2 33.3 7 18.9 3 3.8 2 16.7 

５ 級 1 16.7 2 2.6 1 8.3 

６ 級 1 1.3 

７ 級 1 8.3 

８ 級

計 6 100.0 37 100.0 78 100.0 7 100.0 12 100.0 10 100.0 

１ 級 8 20.5 4 57.1 1 11.1 4 30.8 

２ 級 1 14.3 10 25.6 28 41.1 1 14.3 1 7.7 

平成31年4月1日 ３ 級 3 42.8 15 38.5 34 50.0 2 28.6 5 55.6 8 61.5 

現在 ４ 級 2 28.6 6 15.4 5 7.4 1 11.1 

５ 級 1 14.3 1 11.1 

６ 級 1 1.5 

７ 級 1 11.1 

８ 級

計 7 100.0 39 100.0 68 100.0 7 100.0 9 100.0 13 100.0 

(3)　級別職員数

区　　　分 級

医　　　師 医療技術員 看護師 准看護師 事務職員 労務職員

（医療職（一）表） （医療職（二）表） （医療職（三）表） （行政職表）
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(級別の基準となる職務）

一般行政職 　一般会計と同じ

区　分

・医長の職務 ・複雑かつ困難な業務を

　行う医長の職務

・科長の職務

区　分

・薬剤師・栄養士等医療 ・複雑かつ困難な業務を ・特に高度の技術又は経 ・科長の職務 ・総括科長の職務

　技士（師）（以下「医 　は経験を必要とする 　行う医療技士等の職務 　験を必要とする医療技

　療技士等」という。） 　業務を行う医療技士 ・主任の職務 　士等の職務 　

　等の職務 ・総括主任の職務

　 　

・比較的高度の技術又 ・複雑かつ困難な業務を ・複雑かつ困難な業務を ・複雑かつ困難な業務 ・複雑かつ困難な業

　は経験を必要とする 　行う看護師の職務 　を行う看護師長の職 　務を行う看護部長

　業務を行う准看護師 ・比較的高度の技術又は ・総括主任の職務 　務 　の職務

　の職務 　経験を必要とする業務 ・看護師長の職務 ・看護副部長の職務

・助産師・看護師の職 　を行う看護師の職務 ・看護部長の職務

　務 ・主任の職務

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

医療職（三）

・准看護師の職務

　行う准看護師の職務

１　級 ２　級 ３　級 ４　級

医療職（一）

・総括科長の職務 ・院長の職務

・副院長の職務

・医師の職務

６　級

医療職（二）

・比較的高度の技術又

　の職務

５　級
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(級別の基準となる職務）

一般行政職 　一般会計と同じ

区　分

・医長の職務 ・複雑かつ困難な業務を

　行う医長の職務

・科長の職務

区　分

・薬剤師・栄養士等医療 ・複雑かつ困難な業務を ・特に高度の技術又は経 ・科長の職務 ・総括科長の職務

　技士（師）（以下「医 　は経験を必要とする 　行う医療技士等の職務 　験を必要とする医療技

　療技士等」という。） 　業務を行う医療技士 ・主任の職務 　士等の職務 　

　等の職務 ・総括主任の職務

　 　

・比較的高度の技術又 ・複雑かつ困難な業務を ・複雑かつ困難な業務を ・複雑かつ困難な業務 ・複雑かつ困難な業

　は経験を必要とする 　行う看護師の職務 　を行う看護師長の職 　務を行う看護部長

　業務を行う准看護師 ・比較的高度の技術又は ・総括主任の職務 　務 　の職務

　の職務 　経験を必要とする業務 ・看護師長の職務 ・看護副部長の職務

・助産師・看護師の職 　を行う看護師の職務 ・看護部長の職務

　務 ・主任の職務

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

医療職（三）

・准看護師の職務

　行う准看護師の職務

１　級 ２　級 ３　級 ４　級

医療職（一）

・総括科長の職務 ・院長の職務

・副院長の職務

・医師の職務

６　級

医療職（二）

・比較的高度の技術又

　の職務

５　級

医師 医療技術員 看護師 准看護師 事務職員 労務職員

150 6 37 78 7 12 10

本 132 6 33 68 7 10 8

１号給　(人）

年 ２号給　(人） 21 2 3 12 2 2

３号給　(人） 5 5

度 ４号給　(人） 106 4 30 51 7 8 6

５号給　(人）

88.0% 100.0% 89.2% 87.2% 100.0% 83.3% 80.0%

143 7 39 68 7 9 13

前 135 7 36 67 7 9 9

１号給　(人）

年 ２号給　(人） 18 2 1 10 1 4

３号給　(人）

度 ４号給　(人） 117 5 35 57 7 8 5

５号給　(人）

94.4% 100.0% 92.3% 98.5% 100.0% 100.0% 69.2%

　

全職種 医　師 医療技術員 看護師 准看護師 事務職員 労務職員

4.8 32.5 1.2 3.4 8.0 0.0 4.0

44,803 146,833 7,250 64,348 153,417 0 11,308

医師拘束手当･研究手当･拘束手当･危険手当･夜間看護手当･緊急呼出手当

　(４)　昇　　給

区　　　　　　　　　分 合　　計
職　　　　　種

職　　　員　　　数（A)　(人）

昇給に係る職員数（B)　(人）

号俸数別内訳 

比　　率　　(B)/(A)   (％）

職　　　員　　　数　（A)(人）

昇給に係る職員数（B)(人）

号俸数別内訳 

比　　率　　(B)/(A)   (％）

　(５)　特殊勤務手当

区　　　分

　給料総額に対する比率（％）

100.0
　(令和２年４月１日現在)

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円）

　支給対象職員の比率（％）
29.3 100.0 43.2 14.1 14.3 0.0

　代表的な特殊勤務手当の名称
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支給率計

（月分） 　よる加算措置

2.25 2.25 4.50 有

2.225 2.225 4.45 有

2.25 2.25 4.50 有

一般会計の制度

（支給率等）

　(６)　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期間別支給率 　職制上の段階、職務の級等に

備　　考
６月（月分） １２月（月分）

本年度

前年度

一般会計の制度

　 (７)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分
２０年勤続の者　 ２５年勤続の者　

備　考

同上

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特別措置
（定年から起算して１年
につき２％、最大20％の
割増）

同上

３５年勤続の者　 最高限度
その他の加算措置等

（月分） （月分）

差異の内容

住居手当 同

通勤手当 同

　(８)　その他の手当

区分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同

同上 同上 同上

（月分） （月分）
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支給率計

（月分） 　よる加算措置

2.25 2.25 4.50 有

2.225 2.225 4.45 有

2.25 2.25 4.50 有

一般会計の制度

（支給率等）

　(６)　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期間別支給率 　職制上の段階、職務の級等に

備　　考
６月（月分） １２月（月分）

本年度

前年度

一般会計の制度

　 (７)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分
２０年勤続の者　 ２５年勤続の者　

備　考

同上

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特別措置
（定年から起算して１年
につき２％、最大20％の
割増）

同上

３５年勤続の者　 最高限度
その他の加算措置等

（月分） （月分）

差異の内容

住居手当 同

通勤手当 同

　(８)　その他の手当

区分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同

同上 同上 同上

（月分） （月分）

注　記

Ⅰ 重要な会計方針

1 　資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産（貯蔵品） 総平均法による原価法

2 　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産(リース資産を除く）

・減価償却の方法

定額法

・主な耐用年数

建物 ２０年～４７年（病院本体３９年）

建物付属設備 ５年～２２年

構築物 ６年～２０年

器械備品 ５年～１５年

医療備品 ５年～１０年

車両 ５年

（2）リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産　　

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産　　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

3 　引当金の計上方法

（1）退職給与引当金

退職手当組合に加入、毎事業年度支払う一定の負担金を経費に計上している。

　 積立金不足等に応じて発生する追加的費用は、一般会計が負担している。

　 当引当金の計上はしていない。

（2）賞与引当金・法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、事業年度末における支給見込額に基づき、

　 当年度の負担に属する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。

（3）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

 　している。なお、貸倒実績率については、不納欠損処理してない債権のうち、５年経過

 　した債権を貸倒処理額とみなして算出している。
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4 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、

平年を超える固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定

に計上し、２０年間で均等償却している。

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書関連

資金の期末残高の貸借対照表科目は現金預金（預金）である。

1 　重要な非資金取引

　当年度、新たに計上するファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額はありません。

Ⅲ 予定貸借対照表関連

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む）のうち、繰出基準に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は

766,594千円である。

Ⅳ リース契約により使用する固定資産

1 　リース取引の処理方法
　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に
係る方法に準じた会計処理を行っている。
リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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4 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、

平年を超える固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定

に計上し、２０年間で均等償却している。

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書関連

資金の期末残高の貸借対照表科目は現金預金（預金）である。

1 　重要な非資金取引

　当年度、新たに計上するファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額はありません。

Ⅲ 予定貸借対照表関連

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む）のうち、繰出基準に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は

766,594千円である。

Ⅳ リース契約により使用する固定資産

1 　リース取引の処理方法
　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に
係る方法に準じた会計処理を行っている。
リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理を行っている。

議案第８号 
 

令和２年度辰野町地域情報告知システム特別会計予算 
 

令和２年度辰野町地域情報告知システム特別会計予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５，８５０千円とする。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 ２年 ３月 ２日 提出 
辰 野 町 長 武 居 保 男 

令和 ２年 ３月 日 決 
辰野町議会議長 岩 田 清 
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第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

負担金

負担金

使用料及び手数料

使用料

手数料

繰越金

繰越金

歳               入               合               計
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第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

負担金

負担金

使用料及び手数料

使用料

手数料

繰越金

繰越金

歳               入               合               計

（歳　　出） (単位　千円)

款 項 金                   額

総務費

総務費

予備費

予備費

歳               出               合               計
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歳入歳出予算事項別明細書

１  総　括
（歳　入） (単位　千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

負担金

使用料及び手数料 △270

繰越金

      歳          入          合          計 △270



－ 163 －

歳入歳出予算事項別明細書

１  総　括
（歳　入） (単位　千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

負担金

使用料及び手数料 △270

繰越金

      歳          入          合          計 △270

（歳　出） (単位　千円)

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費 △270

予備費

歳     出     合     計 △270

一 般 財 源
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２　　歳　入

 01 款　負担金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
負担金

負担金 負担金 01新規加入者負担金                                20

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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２　　歳　入

 01 款　負担金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
負担金

負担金 負担金 01新規加入者負担金                                20

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較

 02 款　使用料及び手数料 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
使用料 △270

使用料 △270 告知システ 01告知システム使用料                          15,600
ム使用料
告知システ 01告知システム使用料過年度分                      60
ム使用料過
年度分

手数料

手数料 告知システ 01告知システム広告利用等手数料                    20
ム手数料

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 06 款　繰越金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
繰越金

繰越金 繰越金 01繰越金                                         150

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 06 款　繰越金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
繰越金

繰越金 繰越金 01繰越金                                         150

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較

３　　歳　出

 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

総務費 △270

一般管理費

一般管理事
務

需用費 01消耗品費                            49
04印刷製本費                          10
05光熱水費                            20

役務費 01通信運搬費                          93
　郵便料                                            
04手数料                             115
　口座振替手数料                                  84
　窓口収納手数料                                  31

使用料及び 　床マット・モップ使用料                         107
賃借料
償還金、利 　過誤納還付金等                                    
子及び割引
料
積立金 　辰野町地域情報告知システム基金積立金         3,950

公課費 　消費税                                       1,100

繰出金 　一般会計繰出金                               3,000

維持管理費 △1,082

維持管理事 △1,082
務

需用費 06修繕料                           1,023

役務費 01通信運搬費                       4,884
　データ通信料                                      
06保険料                               7
　建物共済保険料                                    

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
比　　較
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 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

委託料 　告知システム基地局保守業務委託料                  

使用料及び 　メール配信サービス使用料                        47
賃借料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

委託料 　告知システム基地局保守業務委託料                  

使用料及び 　メール配信サービス使用料                        47
賃借料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 02 款　　予備費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

予備費

予備費

予備費

予備費

比　　較項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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議案第９号 
令和２年度辰野町介護保険特別会計予算 

 
令和２年度辰野町介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，０２５，９６４千円とする。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、８０，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。

１ 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の

流用

 
 
 
 
 
 
 

令和 ２年 ３月 ２日 提出 
辰 野 町 長 武 居 保 男 

令和 ２年 ３月 日   決 
辰野町議会議長 岩 田 清 
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第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

保険料

介護保険料

使用料及び手数料

手数料

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

支払基金交付金

支払基金交付金

県支出金

県負担金

県補助金

繰入金

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

雑入
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第 １ 表  　歳  入  歳  出　予  算
（歳　　入） (単位　千円)

款 項 金                   額

保険料

介護保険料

使用料及び手数料

手数料

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

支払基金交付金

支払基金交付金

県支出金

県負担金

県補助金

繰入金

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

雑入

(単位　千円)

款 項 金                   額

歳               入               合               計
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（歳　　出） (単位　千円)

款 項 金                   額

総務費

総務管理費

徴収費

介護認定審査会費

保険給付費

サービス等諸費

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

介護予防・生活支援サービス事業費

一般介護予防事業費

諸支出金

償還金及び還付加算金

公債費

公債費

予備費

予備費

歳               出               合               計
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（歳　　出） (単位　千円)

款 項 金                   額

総務費

総務管理費

徴収費

介護認定審査会費

保険給付費

サービス等諸費

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

介護予防・生活支援サービス事業費

一般介護予防事業費

諸支出金

償還金及び還付加算金

公債費

公債費

予備費

予備費

歳               出               合               計

歳入歳出予算事項別明細書

１  総　括
（歳　入） (単位　千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

繰入金

繰越金

諸収入 △28

      歳          入          合          計
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（歳　出） (単位　千円)

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費

保険給付費

地域支援事業費 △6,739

諸支出金

公債費

予備費

歳     出     合     計

一 般 財 源
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（歳　出） (単位　千円)

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

総務費

保険給付費

地域支援事業費 △6,739

諸支出金

公債費

予備費

歳     出     合     計

一 般 財 源

２　　歳　入

 01 款　保険料 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
介護保険料

第１号被保 現年度分特 01現年度分特別徴収保険料                     408,544
険者保険料 別徴収保険 　算出基礎                                          

料 　保険料総額　　　　４４６，５５４，０００円        
　軽減繰入金　　－　　１８，７５９，０００円        
　　　　　　　　＝　４２７，７９５，０００円        
　特徴分見込率　　　　　　　　　　９５．５％        
　特徴分保険料　　　４０８，５４４，０００円        

現年度分普 01現年度分普通徴収保険料                      19,251
通徴収保険 　算出基礎                                          
料 　保険料総額　　　 ４２７，７９５，０００円         

　特徴分保険料　－ ４０８，５４４，０００円         
　普徴分保険料　　　 １９，２５１，０００円         

滞納繰越分 01滞納繰越分普通徴収保険料                       400
普通徴収保
険料

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 02 款　使用料及び手数料 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
手数料

督促手数料 督促手数料 01督促手数料                                      38
　（8005）　賦課徴収費                  

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明



－ 179 －

 02 款　使用料及び手数料 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
手数料

督促手数料 督促手数料 01督促手数料                                      38
　（8005）　賦課徴収費                  

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

 04 款　国庫支出金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
国庫負担金

介護給付費 現年度分 01サービス給付等諸費分                       328,213
負担金 　（8010）　サービス給付等諸費          

02審査支払諸費分                                 301
　（8024）　審査支払手数料              
03高額介護等サービス費                         7,463
　（8026）　高額介護サービス費          

国庫補助金

調整交付金 現年度分調 01サービス給付等諸費分                        92,195
整交付金 　（8010）　サービス給付等諸費          

02審査支払諸費分                                  75
　（8024）　審査支払手数料              
03高額介護等サービス費分                       1,866
　（8026）　高額介護サービス費          

地域支援事 △1,299 現年度分 01介護予防事業費分                            15,103
業交付金 　（8037）　介護予防・生活支援サービス事

　　業費                          12,589
　（8038）　介護予防ケアマネジメント事業
　　費                             1,010
　（8039）　一般介護予防事業費     1,504
02包括的支援事業・任意事業費分                12,509
　（8032）　包括的支援事業・任意事業

　（8033）　在宅医療・介護連携推進事業

　（8034）　生活支援体制整備事業費   573
　（8036）　認知症総合支援事業     1,000

保険者機能 保険者機能 01保険者機能強化推進交付金                     3,000
強化推進交 強化推進交 　（8037）　介護予防・生活支援サービス事
付金 付金 　　業費                                

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 05 款　支払基金交付金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
支払基金交
付金
介護給付費 現年度分 01サービス給付等諸費分                       497,852
交付金 　（8010）　サービス給付等諸費          

02審査支払諸費分                                 407
　（8024）　審査支払手数料              
03高額介護等サービス費分                      10,075
　（8026）　高額介護サービス費          

地域支援事 △2,570 現年度分 01介護予防事業費分                            16,312
業支援交付 　（8037）　介護予防・生活支援サービス事
金 　　業費                          13,596

　（8038）　介護予防ケアマネジメント事業
　　費                             1,092
　（8039）　一般介護予防事業費     1,624

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 05 款　支払基金交付金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
支払基金交
付金
介護給付費 現年度分 01サービス給付等諸費分                       497,852
交付金 　（8010）　サービス給付等諸費          

02審査支払諸費分                                 407
　（8024）　審査支払手数料              
03高額介護等サービス費分                      10,075
　（8026）　高額介護サービス費          

地域支援事 △2,570 現年度分 01介護予防事業費分                            16,312
業支援交付 　（8037）　介護予防・生活支援サービス事
金 　　業費                          13,596

　（8038）　介護予防ケアマネジメント事業
　　費                             1,092
　（8039）　一般介護予防事業費     1,624

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

 06 款　県支出金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
県負担金

介護給付費 現年度分 01サービス給付等諸費分                       271,052
負担金 　（8010）　サービス給付等諸費          

02審査支払諸費分                                 188
　（8024）　審査支払手数料              
03高額介護等サービス費分                       4,664
　（8026）　高額介護サービス費          

県補助金 △649

地域支援事 △649 現年度分 01介護予防事業費分                             7,552
業交付金 　（8037）　介護予防・生活支援サービス事

　　業費                           6,295
　（8038）　介護予防ケアマネジメント事業
　　費                               505
　（8039）　一般介護予防事業費       752
02包括的支援事業・任意事業費分                 6,255
　（8032）　包括的支援事業・任意事業

　（8033）　在宅医療・介護連携推進事業

　（8034）　生活支援体制整備事業費   286
　（8036）　認知症総合支援事業       500

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 09 款　繰入金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
一般会計繰
入金
介護給付費 現年度分 01サービス給付等諸費分                       230,486
繰入金 　（8010）　サービス給付等諸費          

02審査支払諸費分                                 188
　（8024）　審査支払手数料              
03高額介護等サービス費分                       4,664
　（8026）　高額介護サービス費          

その他一般 事務費繰入 01認定調査分                                   7,486
会計繰入金 金 　（8008）　認定調査費                  

02審査会負担金分                               5,745
　（8007）　認定審査会共同設置負担金    
03一般管理費分                                19,688
　（8001）　一般管理費                  
04賦課徴収費分                                 9,187
　（8005）　賦課徴収費                  
06趣旨普及費分                                   423
　（8003）　趣旨普及費                  

地域支援事 △1,190 現年度分 01介護予防事業費分                             7,552
業繰入金 　（8037）　介護予防・生活支援サービス事

　　業費                           6,295
　（8038）　介護予防ケアマネジメント事業
　　費                               505
　（8039）　一般介護予防事業費       752

地域支援事 現年度分 01包括的支援事業・任意事業費分                 6,255
業繰入金 　（8032）　包括的支援事業・任意事業

　（8033）　在宅医療・介護連携推進事業

　（8034）　生活支援体制整備事業費   286
　（8036）　認知症総合支援事業       500

低所得者保 現年度分 01低所得者保険料軽減繰入金                    18,759
険料軽減繰
入金
基金繰入金

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 09 款　繰入金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
一般会計繰
入金
介護給付費 現年度分 01サービス給付等諸費分                       230,486
繰入金 　（8010）　サービス給付等諸費          

02審査支払諸費分                                 188
　（8024）　審査支払手数料              
03高額介護等サービス費分                       4,664
　（8026）　高額介護サービス費          

その他一般 事務費繰入 01認定調査分                                   7,486
会計繰入金 金 　（8008）　認定調査費                  

02審査会負担金分                               5,745
　（8007）　認定審査会共同設置負担金    
03一般管理費分                                19,688
　（8001）　一般管理費                  
04賦課徴収費分                                 9,187
　（8005）　賦課徴収費                  
06趣旨普及費分                                   423
　（8003）　趣旨普及費                  

地域支援事 △1,190 現年度分 01介護予防事業費分                             7,552
業繰入金 　（8037）　介護予防・生活支援サービス事

　　業費                           6,295
　（8038）　介護予防ケアマネジメント事業
　　費                               505
　（8039）　一般介護予防事業費       752

地域支援事 現年度分 01包括的支援事業・任意事業費分                 6,255
業繰入金 　（8032）　包括的支援事業・任意事業

　（8033）　在宅医療・介護連携推進事業

　（8034）　生活支援体制整備事業費   286
　（8036）　認知症総合支援事業       500

低所得者保 現年度分 01低所得者保険料軽減繰入金                    18,759
険料軽減繰
入金
基金繰入金

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

 09 款　繰入金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
給付費準備 給付費準備 01サービス給付等諸費                           4,853
基金繰入金 基金繰入金

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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 10 款　繰越金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
繰越金

繰越金 繰越金 01前年度繰越金                                     1

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明
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 10 款　繰越金 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
繰越金

繰越金 繰越金 01前年度繰越金                                     1

項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較 説　　　　　　　明

 12 款　諸収入 （単位　千円）
節

区　　分 金　　額
延滞金加算
金及び過料
延滞金 延滞金 01延滞金                                           1

　（8005）　賦課徴収費                  
雑入 △28

介護報酬 介護報酬 01介護報酬                                     6,888
　（8032）　包括的支援事業・任意事業    

地域支援事 △28 地域支援事 01地域支援事業利用者負担金                       471
業利用者負 業利用者負 　（8037）　介護予防・生活支援サービス事
担金 担金 　　業費                                
第三者納付 第三者納付 01第三者納付金                                     1
金 金 　（8010）　サービス給付等諸費          
雑入 雑入 01雑入                                             1

　（8001）　一般管理費                  

説　　　　　　　明項 目 科 目 名 本 年 度 前 年 度 比　　　較
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３　　歳　出

 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

総務管理費

一般管理費

一般管理費

報酬 05会計年度任用職員報酬             1,680

給料 　職員給料　４人                               8,624

職員手当等 01職員手当等                         722
02期末勤勉手当                     3,317
03寒冷地手当                         111
06退手組合負担金                   1,754
07会計年度任用職員手当               132

共済費 01共済組合負担金                   2,395
02社会保険料                         291
　会計年度任用職員社会・雇用保険料                  

旅費 　費用弁償                                        41

需用費 01消耗品費                            92
04印刷製本費                         123

役務費 04手数料                              10
　第三者行為損害賠償求償事務共同事業手数料          

使用料及び 　高速・有料道路使用料                            17
賃借料 　コピー使用料                                    23

　介護事業所台帳管理システム等使用料             357

趣旨普及費

需用費 01消耗品費                             5
04印刷製本費                         165

役務費 01通信運搬費                         183
　郵送料                                            

節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
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３　　歳　出

 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

総務管理費

一般管理費

一般管理費

報酬 05会計年度任用職員報酬             1,680

給料 　職員給料　４人                               8,624

職員手当等 01職員手当等                         722
02期末勤勉手当                     3,317
03寒冷地手当                         111
06退手組合負担金                   1,754
07会計年度任用職員手当               132

共済費 01共済組合負担金                   2,395
02社会保険料                         291
　会計年度任用職員社会・雇用保険料                  

旅費 　費用弁償                                        41

需用費 01消耗品費                            92
04印刷製本費                         123

役務費 04手数料                              10
　第三者行為損害賠償求償事務共同事業手数料          

使用料及び 　高速・有料道路使用料                            17
賃借料 　コピー使用料                                    23

　介護事業所台帳管理システム等使用料             357

趣旨普及費

需用費 01消耗品費                             5
04印刷製本費                         165

役務費 01通信運搬費                         183
　郵送料                                            

節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較

 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

使用料及び 　コピー使用料                                    70
賃借料

徴収費

賦課徴収費

賦課徴収費

需用費 01消耗品費                            25
04印刷製本費                         153

役務費 01通信運搬費                         890
　郵送料　                                          
04手数料                              72
　口座振替等手数料　                                

使用料及び 　コピー使用料　                                  26
賃借料
負担金、補 01負担金                           8,060
助及び交付 　上伊那広域連合等負担金                            
金

介護認定審
査会費
介護認定諸
費

認定審査会
共同設置負
担金 負担金、補 01負担金                           5,745

助及び交付 　認定審査会共同設置負担金                          
金

認定調査費

報酬 05会計年度任用職員報酬             1,863

旅費 　費用弁償                                       131

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

需用費 01消耗品費                            72

役務費 01通信運搬費                         200
　郵送料                                            
04手数料                              42
　主治医意見書作成手数料　                          

委託料 　主治医意見書作成料支払事務委託料             4,972
　介護認定調査委託料（遠隔地入所者）              30

使用料及び 　高速・有料道路使用料                             9
賃借料 　コピー使用料　                                   7

　諸車借上料                                     160

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 01 款　　総務費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

需用費 01消耗品費                            72

役務費 01通信運搬費                         200
　郵送料                                            
04手数料                              42
　主治医意見書作成手数料　                          

委託料 　主治医意見書作成料支払事務委託料             4,972
　介護認定調査委託料（遠隔地入所者）              30

使用料及び 　高速・有料道路使用料                             9
賃借料 　コピー使用料　                                   7

　諸車借上料                                     160

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 02 款　　保険給付費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

サービス等
諸費
サービス給
付等諸費

サービス給
付等諸費

負担金、補 01負担金                       1,843,894
助及び交付 　サービス給付等諸費　                              
金

審査支払諸
費

審査支払手
数料

役務費 04手数料                           1,506
　審査支払手数料                                    

高額介護サ
ービス費

高額介護サ
ービス費

負担金、補 01負担金                          37,314
助及び交付 　高額介護サービス費　                              
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 04 款　　地域支援事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

包括的支援
事業・任意
事業費
包括的支援
事業・任意
事業費

包括的支援
事業・任意
事業 報酬 05会計年度任用職員報酬             4,410

給料 　職員給料　２人                               7,112

職員手当等 01職員手当等                       1,228
02期末勤勉手当                     2,949
03寒冷地手当                         178
06退手組合負担金                   1,209
07会計年度任用職員手当               592

共済費 01共済組合負担金                   2,338
02社会保険料                         780
　会計年度任用職員社会・雇用保険料                  

報償費 01報償金及び賞賜金                   100
　講師謝礼                                          

旅費 　普通旅費　                                      44
　費用弁償                                        48

需用費 01消耗品費                           256
02燃料費                             405
06修繕料                             350

役務費 01通信運搬費                          60
　携帯電話料　                                    24
　認知症サポーターテキスト等送料                   8
　郵送料                                          28
04手数料                             124
　法定点検手数料                                    
07自動車損害保険                     116
　自賠責・任意保険料                                

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 04 款　　地域支援事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

包括的支援
事業・任意
事業費
包括的支援
事業・任意
事業費

包括的支援
事業・任意
事業 報酬 05会計年度任用職員報酬             4,410

給料 　職員給料　２人                               7,112

職員手当等 01職員手当等                       1,228
02期末勤勉手当                     2,949
03寒冷地手当                         178
06退手組合負担金                   1,209
07会計年度任用職員手当               592

共済費 01共済組合負担金                   2,338
02社会保険料                         780
　会計年度任用職員社会・雇用保険料                  

報償費 01報償金及び賞賜金                   100
　講師謝礼                                          

旅費 　普通旅費　                                      44
　費用弁償                                        48

需用費 01消耗品費                           256
02燃料費                             405
06修繕料                             350

役務費 01通信運搬費                          60
　携帯電話料　                                    24
　認知症サポーターテキスト等送料                   8
　郵送料                                          28
04手数料                             124
　法定点検手数料                                    
07自動車損害保険                     116
　自賠責・任意保険料                                

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 04 款　　地域支援事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

委託料 　介護予防支援委託料                           8,103
　家族介護支援事業委託料                       3,000

使用料及び 　システム使用料                                 515
賃借料 　高速・有料道路使用料                            48

　コピー使用料                                   109
負担金、補 01負担金                             100
助及び交付 　研修会参加負担金                                40
金 　介護支援専門員研修会負担金                      60
扶助費 　成年後見制度利用支援助成金                     386

公課費 　自動車重量税                                    14

在宅医療・
介護連携推
進事業費

在宅医療・
介護連携推
進事業 報償費 01報償金及び賞賜金                    40

　講師謝礼                                          
需用費 01消耗品費                            20

使用料及び 　医療・介護関係者の情報共有ツール使用料         660
賃借料

生活支援体 △975
制整備事業
費

生活支援体 △975
制整備事業
費 報酬 05会計年度任用職員報酬             1,240

報償費 01報償金及び賞賜金                   110
　講師謝礼                                          

旅費 　費用弁償                                        51

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 04 款　　地域支援事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

需用費 01消耗品費                             9

役務費 01通信運搬費                          34
　郵送料                                            
06保険料                              35
　ボランティア活動保険料                            

使用料及び 　コピー使用料                                     9
賃借料

認知症総合
支援事業費

認知症総合
支援事業

需用費 01消耗品費                             5

役務費 01通信運搬費                           4
　郵送料                                            

委託料 　認知症初期集中支援チーム委託料               2,260
　認知症カフェ運営委託料                         324

使用料及び 　コピー使用料                                     5
賃借料

介護予防・ △11,694
生活支援サ
ービス事業
費
介護予防・ △10,074
生活支援サ
ービス事業
費

介護予防・ △10,074
生活支援サ
ービス事業 需用費 02燃料費                              72
費 04印刷製本費                          50

役務費 01通信運搬費                           7
　郵送料                                            
04手数料                             116

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 04 款　　地域支援事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

需用費 01消耗品費                             9

役務費 01通信運搬費                          34
　郵送料                                            
06保険料                              35
　ボランティア活動保険料                            

使用料及び 　コピー使用料                                     9
賃借料

認知症総合
支援事業費

認知症総合
支援事業

需用費 01消耗品費                             5

役務費 01通信運搬費                           4
　郵送料                                            

委託料 　認知症初期集中支援チーム委託料               2,260
　認知症カフェ運営委託料                         324

使用料及び 　コピー使用料                                     5
賃借料

介護予防・ △11,694
生活支援サ
ービス事業
費
介護予防・ △10,074
生活支援サ
ービス事業
費

介護予防・ △10,074
生活支援サ
ービス事業 需用費 02燃料費                              72
費 04印刷製本費                          50

役務費 01通信運搬費                           7
　郵送料                                            
04手数料                             116

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 04 款　　地域支援事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

　審査支払手数料                                    
06保険料                              48
　送迎サービス補償保険料                            
07自動車損害保険                      38
　自賠責・任意保険料                                

委託料 　介護予防・生活支援サービス事業委託料        10,411

使用料及び 　コピー使用料                                    68
賃借料 　自動車リース料                                 557
負担金、補 01負担金                          39,460
助及び交付 　サービス給付等諸費                          39,450
金 　高額介護予防サービス費相当事業                  10

介護予防ケ △1,620
アマネジメ
ント事業費

介護予防ケ △1,620
アマネジメ
ント事業費 需用費 01消耗品費                            23

委託料 　介護予防ケアマネジメント委託料               4,015

使用料及び 　コピー使用料                                     4
賃借料

一般介護予
防事業費
一般介護予
防事業費

一般介護予
防事業費

報償費 01報償金及び賞賜金                   120
　講師謝礼                                          

需用費 01消耗品費                            65

役務費 01通信運搬費                          64
　郵送料                                            

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 04 款　　地域支援事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

委託料 　一般介護予防事業委託料                       3,293

使用料及び 　コピー使用料                                    23
賃借料 　会場使用料                                      50
負担金、補 02補助金                           2,400
助及び交付 　地域介護予防活動支援事業補助金                    
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 04 款　　地域支援事業費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

委託料 　一般介護予防事業委託料                       3,293

使用料及び 　コピー使用料                                    23
賃借料 　会場使用料                                      50
負担金、補 02補助金                           2,400
助及び交付 　地域介護予防活動支援事業補助金                    
金

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 07 款　　諸支出金 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

償還金及び
還付加算金
第１号被保
険者保険料
還付金

第１号被保
険者保険料
還付金 償還金、利 　過年度分に係る保険料払戻金                        

子及び割引
料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 08 款　　公債費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

公債費

利子

一時借入金
利子

償還金、利 　一時借入金利子                                    
子及び割引
料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
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 08 款　　公債費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

公債費

利子

一時借入金
利子

償還金、利 　一時借入金利子                                    
子及び割引
料

項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

区　　分 金　　額 一　般　財　源

 09 款　　予備費 （単位　千円）
説　　　　　　　明

本　　年　　度　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

予備費

予備費

予備費

予備費

節

区　　分 金　　額 一　般　財　源
項 目 項･目・事業 本　年　度 前　年　度 比　　較
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一般職  （１）総括

職　員　数

　　　　（人） 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（単位：千円）

本年度

前年度

比　 較 △ 24 △ 95

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

職　員　数

　　　　（人） 給　　料 職員手当 計

（単位：千円）

本年度

前年度

比　 較 △ 24 △ 95

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

期末勤勉手当

給　　　　　与　　　　　費

住居手当 通勤手当
時間外勤務

手当
期末勤勉手

当職員
手当
の内
訳

区分 扶養手当

住居手当

寒冷地手当
退職手当組合

負担金

本　　年　　度 常勤職員

前　　年　　度 常勤職員

比　　　　　較

（単位：千円）

備　　　　　考

区　　　　分 共　済　費 合　　計 備　　　　　考

職員
手当
の内
訳

区分

前　　年　　度

比　　　　　較

通勤手当
時間外勤務

手当
寒冷地手当

退職手当組合
負担金

扶養手当

（単位：千円）

区　　　　分
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　計

本　　年　　度
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一般職  （１）総括

職　員　数

　　　　（人） 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（単位：千円）

本年度

前年度

比　 較 △ 24 △ 95

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

職　員　数

　　　　（人） 給　　料 職員手当 計

（単位：千円）

本年度

前年度

比　 較 △ 24 △ 95

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

期末勤勉手当

給　　　　　与　　　　　費

住居手当 通勤手当
時間外勤務

手当
期末勤勉手

当職員
手当
の内
訳

区分 扶養手当

住居手当

寒冷地手当
退職手当組合

負担金

本　　年　　度 常勤職員

前　　年　　度 常勤職員

比　　　　　較

（単位：千円）

備　　　　　考

区　　　　分 共　済　費 合　　計 備　　　　　考

職員
手当
の内
訳

区分

前　　年　　度

比　　　　　較

通勤手当
時間外勤務

手当
寒冷地手当

退職手当組合
負担金

扶養手当

（単位：千円）

区　　　　分
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　計

本　　年　　度

　　イ　会計年度任用職員

職　員　数

　　　　（人） 報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度

前年度

比　 較

　　（２）常勤職員の給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　額

給与改定に伴う増減分 人勧による給与改定

昇給に伴う増加分 定期昇給による増

その他の増減分 職員の異動による増減分

給与改定に伴う増減分 人勧による給与改定　

退職手当組合負担金

期末手当

給　　　　　与　　　　　費

職員
手当
の内
訳

区分

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　　　較

区　　　　分 共　済　費 合　　計 備　　　　　考

（単位：千円）

（単位：千円）

区　　　分 増　減　額　の　増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　明 備　　　　考

給　　　　　　料 給料表の改定率　0.2%

増減分

平均昇給率　1.7%

職　員　手　当 勤勉手当0.05月引上げ

職員の異動・昇給による 扶養手当・住居手当・通勤手当・時間外勤務手当・期末勤勉手当・寒冷地手当
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（３）常勤職員の給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

令和２年４月１日現在

平成３１年４月１日現在

　　　イ　初　　任　　給　（令和２年４月１日現在）

　学歴

　　高　　　校　　　卒

　　短　　　大　　　卒

　　大　　　学　　　卒

　　　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（%）

令和２年４月１日現在 １　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

計

区　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

　平均給料月額 235,977円

　平均給与月額 252,883円

　平　均　年　齢 30.8歳

区　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

　平均給料月額 237,840円

　平均給与月額 265,760円

　平　均　年　齢 29.8歳

　　　　　　　　　　　　区　分
一般行政職 一般会計の制度

150,600 円 150,600 円

163,100 円 163,100 円

182,200 円 182,200 円

区　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職
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（３）常勤職員の給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

令和２年４月１日現在

平成３１年４月１日現在

　　　イ　初　　任　　給　（令和２年４月１日現在）

　学歴

　　高　　　校　　　卒

　　短　　　大　　　卒

　　大　　　学　　　卒

　　　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（%）

令和２年４月１日現在 １　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

計

区　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

　平均給料月額 235,977円

　平均給与月額 252,883円

　平　均　年　齢 30.8歳

区　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

　平均給料月額 237,840円

　平均給与月額 265,760円

　平　均　年　齢 29.8歳

　　　　　　　　　　　　区　分
一般行政職 一般会計の制度

150,600 円 150,600 円

163,100 円 163,100 円

182,200 円 182,200 円

区　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

級 職員数（人） 構成比（%）

平成３１年４月１日現在 １　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

計

　　　（級別の基準となる職務）
１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

係員の職務 上級係員の職務 専門員の職務
係長の職務

総括専門員の職
務
総括係長の職務
課長補佐の職務

総括課長補佐の
職務
課長の職務

総括課長の職務 特に重要な総括
的業務又は高度
で困難な業務を
行う総括課長の
職務

　　区　　　　　　分

一　般　行　政　職

区　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職
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代表的な職種

一般行政職

本
１号俸　(人）

年 ２号俸　(人）
３号俸　(人）

度 ４号俸　(人）
５号俸　(人）

前
１号俸　(人）

年 ２号俸　(人）
３号俸　(人）

度 ４号俸　(人）
５号俸　(人）

支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分）

有

有

有

　　エ　　昇給

区　　　　　　　　　分 合　　計

号俸数別内訳

比　　率　　(B)/(A)   (％）

職　　　員　　　数　（A)(人）
昇給に係る職員数（B)(人）

号俸数別内訳

比　　率　　(B)/(A)   (％）
職　　　員　　　数　（A)(人）
昇給に係る職員数（B)(人）

　　オ　　期末手当・勤勉手当

区　　　　　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階、

職務の級数等に
よる加算

備　　　考

本　　　年　　　度

前　　　年　　　度

一般会計の制度
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代表的な職種

一般行政職

本
１号俸　(人）

年 ２号俸　(人）
３号俸　(人）

度 ４号俸　(人）
５号俸　(人）

前
１号俸　(人）

年 ２号俸　(人）
３号俸　(人）

度 ４号俸　(人）
５号俸　(人）

支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分）

有

有

有

　　エ　　昇給

区　　　　　　　　　分 合　　計

号俸数別内訳

比　　率　　(B)/(A)   (％）

職　　　員　　　数　（A)(人）
昇給に係る職員数（B)(人）

号俸数別内訳

比　　率　　(B)/(A)   (％）
職　　　員　　　数　（A)(人）
昇給に係る職員数（B)(人）

　　オ　　期末手当・勤勉手当

区　　　　　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階、

職務の級数等に
よる加算

備　　　考

本　　　年　　　度

前　　　年　　　度

一般会計の制度

２０年勤続の者２５年勤続の者３５年勤続の者 最高限度
（月分） （月分） （月分） （月分）

区　　分
その他の加算
措　　置　　等

　　カ　　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

〃
一般会計の制度

備　　　考

支給率等

定年前早期退
職特別措置（定
年から起算して1
年につき2％、最
大20％の割増）

（支給率等）
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